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第 1 章 緒言 
 

1.1 はじめに 

	日本の工業は自動機械に代表される生産技術の発展と共に成長してきている．

特に図 1.1に示すような生産ラインにおける自動化技術において，その発展は目

覚しいものとなっており，それらの技術は様々な分野にも応用されている．生

産機械に必要とされる要素技術として最も基本となる技術はアクチュエータの

制御であり，様々な環境および対象物の測定とその情報のフィードバックにな

る．これらのメカトロニクス技術は様々な対象物と様々な環境に対して柔軟に

対応出来るフレキシビリティの高さから，生産機械の発達に大いに貢献してい

る．生産機械の発展と共に生産機械が扱う物の多様化が進み，生産機械自体の

動きの複雑化，扱う情報の複雑化も進んできている．このため，生産機械の高

機能化を考える場合にそれを構成する各要素技術自体の高機能化を考えた上で，

それらの要素技術を取りまとめたシステムとしての高機能化を図ることが大事

となる． 

	生産機械の高機能化を行う場合，それ自身の高速化や高精度化が考えられる．

生産機械の高速化を図ろうとする場合には各要素技術がそれぞれかかえる問題

を無視できなくなる．特に要素技術の基本であるアクチュエータの制御におい

ては，一般的な制御理論では余り考慮に入れられないが，現実的な問題からア

クチュエータをコントロールするドライバ回路内に設けざるをえない電流制限

要素の影響が大きい．高精度化を図る場合には計測された情報そのものの精度

と，その情報をフィードバックすることによる制御系自体の安定性の問題が大

きい．  

 

 

                 (a) 渋谷工業                     (b) ナスラック                    (c) 安川電機 

 

図 1.1 生産ラインにおける自動機械 
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	 また，生産機械はそれ自身が単体で動くことをよしとするのではなく，別の

物体の搬送・把持・加工・組付け等を行うことを主目的とするため，扱う対象

物を含めての議論をする必要がある．近年，生産機械が扱う対象物の種類も増

え，強度が高く形状も画一的な金属部品だけではなく，材質も様々で複雑な形

状をしたものを扱う必要性が増えてきている．このため，扱う対象物の形状や

材質に応じて加わる衝撃力等を考慮に入れた上で生産機械の高速化などを図る

ことが重要となる． 

 

1.2 サーボ技術の発展 

	 サーボ機構とは物体の位置や姿勢等を制御量として，与えられた目標値対し

て追従する様に自動制御された機構であり，生産機械における自動化技術にお

いて欠かせない技術となっている．特に工作機械の分野ではサーボ機構による

数値制御(NC : Numerical Control)による NC工作機械が発展してきている．サー

ボ機構の基本的な流れは図 1.2に示す通りである． 

 

 

図 1.2 サーボ機構の基本 

 

	 サーボ機構において駆動部となるサーボモータは，DC サーボモータが 1950

年代後半から商品化が始まり，1970 年代後半から産業用ロボットが出始めたの

を機に，DC サーボモータの進歩が早まった．DC サーボモータはブラシが摩耗

することによって保守性や信頼性に問題が生じることから，1980 年代後半には

DCサーボモータよりも保守性や信頼性が高い ACサーボモータが製品化された．

DCサーボモータから ACサーボモータに変わることによってモータから摩耗部

品であるブラシがなくなったことが，生産機械の信頼性の向上とメンテナンス

性の向上に大きく貢献した． ACサーボモータは巻線の高密度化，マグネットの

特性や絶縁技術の進歩により，飛躍的に小型・高トルク化が進んでいる．同時

期に位置検出器として用いられてきたインクリメンタル方式エンコーダが，ア
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ブソリュート式エンコーダに置き換わり，原点復帰作業が不要となったことで

生産機械の信頼性がさらに高まった． 

	サーボ機構に NCコントローラが導入された当初，サーボ機構における制御部

であるサーボアンプは，入力される指令値をアナログ値でしか受け取れなかっ

た．しかしながら，NCコントローラは位置と速度を同時に表現可能であり，工

作機械やロボットの様な分野では 1 パルス毎の速度や位置の同期性を必要とす

るため，デジタル値であるパルス列を指令値として使用している．このため，

NCコントローラとサーボアンプの間に D/Aコンバータを入れざるをえず，余分

なコストとしてかかっていた．1980 年代半ばにサーボアンプがデジタル化され

ることにより，高価格化を抑え，簡便な操作性へと変化してきた．コントロー

ラとして NCコントローラを利用することにより，作業工程を全て数値化するこ

とができ，多軸の座標変換を行うことで直線動作や円弧補間動作などを安定し

して行うことが可能となった．これにより多種少量生産や複雑形状の加工等へ

の対応が容易となってきている．ただし，サーボドアンプ内の回路を保護する

目的で電流制限が設けられており，通常の制御理論に則った扱い方では上手く

制御できない場合が出てくる．このため，回路内での電流値が飽和した時の非

線形性を考慮に入れた運用をする必要がある． 
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表 1.1 世界の産業用ロボット稼働台数（日本ロボット工業会調べ） 

 
 

1.3 産業用ロボットの発展 

	 ロボットは代表的な生産機械の一つである．日本は世界一のロボット生産国

であり，ロボット使用国である．表 1.1から分かるとおり，近年ではアメリカや

中国，韓国，ドイツが稼働さ台数を伸ばしてきているものの，日本で稼働して

いるロボットの台数は 2014年末現在で世界で稼働している台数の 20％を占めて

おり，依然として世界一の使用国である．また，1980 年代に比べて，世界での

産業用ロボットの総稼働台数が 10倍に増えており，各国で導入が進んでいるこ

とがわかる． 

	 1960 年代に最初の産業用ロボットが商品化された時から今日まで，ロボット

技術の発展は目覚しいものがあり，様々な分野への応用が広がってきている[82, 

83]．図 1.3 に示す様に，初期の産業用ロボットはプログラム可能な汎用的な搬

送機械と言ってもよく，ワークの供給程度の簡単な作業の専用機に近いもので

あった． 
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図 1.3 初期の産業用ロボット[82] 

 

	 日本では 1970年に第一回産業用ロボット展が東京で開催されたのを機に，世

界に先駆けて日本産業用ロボット工業会が設立された．産業用ロボットの実用

化のきっかけになったのは 1973年にトヨタ自動車と日産自動車のスポット溶接

ラインにロボットが導入されたことである．これ以降，ロボットを用いた工場

の自動化が一気に進んだ．当初は 3K（きつい，汚い，危険）の作業を回避する

ことを目的に日本での導入が拡大されていったのだが，現在ではロボットでし

かできないものを高速で高精度に扱い，さらには人が作業できない様な極限環

境への対応する技術が開発されてきている．特に NC制御を産業用ロボットの制

御に転用できるようになってから，産業用ロボットの信頼性が増加し，産業用

ロボット自体が産業として確立していった．NC制御を産業用ロボットに転用す

ることにより，ロボットの動作制御は作業対象によって点から点への PTP（Point 

to Point)制御と連続経路の CP(Continuous Path)制御を使い分けながら動作を作り

出すことができ，より複雑な経路も高精度に対応することが可能となった． 

	ロボットの動作軸を駆動するアクチュエータは，発展の過程で油圧や空気圧，

DCサーボモータが使用されていたが，サーボモータの発展と共に近年では信頼

性の高い ACサーボモータが広く使用されるようになっている． 

	 現在，以下に示す様に様々な作業に対して産業用ロボットの技術が導入され

ている． 

 

• 加工  ：スポット溶接，塗装，バリ取り 

• 搬送  ：ハンドリング，ビンピッキング，入出荷 

• 組立  ：ピックアンドプレース，はめ込み，ネジ止め 
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• 建設  ：鉄筋加工，被覆，玉掛け，塗装，保守・点検 

• サービス：搬送，掃除，警備，案内 

• 農林  ：耕運，収穫，搬送，農薬散布，伐採 

• 医療福祉：手術支援，義肢，リハビリ，パワーアシスト 

• 原子力 ：保守・点検 
 

 

1.4 研究目的 

	 本研究は生産機械に必要とされる様々な要素技術の高機能化およびそれら要

素技術を統合して運用するシステムの高機能化を目指す．そのため，基本とな

るアクチュエータに関する要素技術から，それらをシステムとして応用的に運

用するロボット技術を範囲として，以下の項目にスポットを当て，各要素技術

における高機能化に関する検討，および考察を行う． 

 

• 高速位置決めのための要素技術であるカム機構と汎用性の高いサーボ系の

比較と検討． 

• メカトロニクス技術の基本となるサーボ系に含まれる電流制限と電流フィ

ードバックに関する考察と応用． 

• 重量物を搬送することに利用されている搬送リフトのためのパワーアシス

ト技術における制御系の改善と考察． 

• ロボットを用いたピッキング作業を行うシステムの高機能化に関する検討． 

 

	 これらの要素技術に関する検討・考察を通して生産機械に必要な要素技術の

高機能化を目指す． 
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1.5 本論文の構成 

	本論文は第 1章から第 6章で構成されており，各章毎にスポットを当てた生産

機械のための要素技術に関する検討と考察を行っている． 

	 第 1 章では本論文の背景と生産機械の基本となるサーボ技術の発展，および

生産機械の代表である産業用ロボットの発展に関して述べた．また，生産機械

の高機能化を行う上で考慮しなければならない問題点の提示を行い，生産機械

を構成する要素技術の中からスポットを当てた要素技術に関する説明を行った． 

	 第 2 章では一般的な生産ラインでよく用いられている割り出し機構を対象に

して，古くから用いられているカム機構とメカトロニクス技術の発展と共に普

及してきているサーボ系を間欠運動の高速化という視点で比較を行う．カム機

構は機械運動における移動量の変化への対応といったフレキシビリティにかけ

るが機械剛性が高いという面があり，サーボ系は移動距離の変化に対して柔軟

に対応可能であるが，サーボ剛性を上げる為のチューニングが難しく，限界も

あるといった面がある．間欠運動を高速化するにつれ，これらの問題が明確に

現れてくることから，両方式を比較・検討し改善案の提案を行う． 

	 第 3 章ではメカトロニクス技術の基本となるサーボモータにおいて，そのサ

ーボドライバ内に含まれる飽和要素と電流フィードバックの効果と影響を考察

する．飽和要素の影響が出ない線形領域のみでサーボ系を駆動することが理想

ではあるが，現実的にはサーボドライバ内の回路の保護の為に飽和要素を設け

ざるをえず，その影響を受けずに運用することは難しい．また，これまでモー

タの電気的な時定数を見かけ上小さくする為と捉えられてきた電流フィードバ

ックの効果がそれだけではないことがわかってきている．これらを検討した上

で，飽和要素の効果を積極的に利用してセンサレスな力制御を実現する方法に

ついて述べる． 

	 第 4 章では工場内や倉庫内での重量物の搬送装置としてよく用いられている

懸垂型の搬送リフトを対象にして，その搬送リフトのためパワーアシスト技術

のための制御系に関する検討と考察を行う．搬送リフトはまず重量物を持ち上

げる時において使用者にかかる重量負担をできるだけ軽減することが求められ

ており，クレーンの様にモータの駆動力等を用いて重量物を持ち上げるパワー

アシスト装置が開発されてきている．しかしながら，引き上げ時に対象物に対

して瞬間的にかかる大きな衝撃力への対処が不十分である．このことから引き

上げ時の衝撃力の緩和を目標としてパワーアシスト装置の制御系の検討を行う． 
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	 第 5 章ではシステム的な生産機械の例としてロボットを用いたピッキング作

業の高機能化に関して述べる．ピッキング作業はロボットを用いた作業におい

て最もよく行われる作業である．そして，ピッキング作業を自動化するには様々

な技術を必要とし，それらをシステムとして運用する必要がある．特に今後は

生産ラインの様な，部品の供給装置が無いような場所での運用が増えると考え

られるため，様々な物体が雑多に積み重ねられているような状況を想定すると

環境および対象物の 3 次元計測，対象物の位置・姿勢の認識，干渉問題を回避

したピッキングを実行する為のロボットの動作計画が重要となってくる．3次元

計測においては Laser Range Finder(LRF)を用いた 3次元点群情報の測定とロボッ

トを利用した多方面測定の方法を述べる．対象物の位置・姿勢の認識では測定

により得られた 3 次元の環境点群に対して，事前に用意したモデルとのマッチ

ング方法を基本として，複数の物体が積み重ねられている様な環境でも認識精

度を高める方法を述べる．ロボットの動作計画においてはモデルに付与した把

持の為の情報とロボットに付与した干渉モデルを用いて対象物や環境との干渉

問題を回避しての把持位置およびアプローチ経路の生成方法を述べる．それぞ

れの技術に関しての検討および考察を行い，最後にピッキング作業を一連の流

れとして処理可能なシステムの提案を行う． 

	 第 6章では本論文の成果をまとめる． 
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第 2 章 間欠運動の高速化に関する考察 
 

2.1 はじめに 

	 近年のメカトロニクス技術の発展に伴い，機械運動の全てを制御を主体とし

たメカトロニクス技術によりその目的を達してしまおうとする機構設計の考え

方[1-3]も普及してきているが，間欠運動を得るのに本研究ではサーボ系を構成

したメカトロニクス系を用いる場合と，カム機構によるこれまでの手法により

間欠運動を得る場合とを比較することにより，間欠運動の高速化における性能

を評価する．	

	 機械運動における移動量の変化といったフレキシビリティにおいては，従来

のカムやリンク機構ではその限界はおのずと明らかなことであるため，好んで

サーボ系を構成したメカトロニクス技術がより多く採用されてきているものと

思われる．固有振動数が比較的低いロボットアーム等の運動制御においては仮

想的なカム曲線制御を用いて運動の高速化による残留振動の発生を少なくする

研究もされている[4-7]が，機械系の間欠運動の中には同じ量の移動を速くかつ

正確に繰り返し行うことが求められることも多い．こうした間欠運動において

サーボ系とカム機構に同等の位置決め精度を与えることを前提とし，どちらの

方式がより高速化が可能であるかを考えてみることにする．サーボ系において

は運動の高速化に伴って目標値と実際に得られる間欠運動との間の遅れにより

位置決め精度の劣化が予想される．これに対してカム機構においても駆動反力

によりカム入力軸の回転角速度が変化してしまい，そのために位置決め時間の

増大と同時にカムの加減速性能の劣化を引き起こすことが予想される[8, 9]．こ

れより本研究では，ほぼ同程度の駆動源を用いて同じ大きさの負荷を駆動する

場合を考え，サーボ系とカム機構のそれぞれの方式がもつ特徴と同時に，どち

らの方式が間欠運動の高速化に有利であるかを明確にすることを試みる．	

	本研究の背景として，モータの電機子には最大電流値が設定されている[10, 11]

ということがあり，それは通常サーボアンプ内のツェナーダイオードによりハ

ード的にその限界値が設定されている．これにより飽和要素が制御系内に含ま

れることになる．非線形要素としての上述の飽和要素の限界値を利用したモー

タ駆動系についてはこれまであまり議論されてきていない．そこで本研究では

電機子に流れる飽和電流値が間欠運動の高速化に関してその限界を決めている

ことを明らかにしたい．他方，電流値が飽和領域に達してしまうような非線型
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なモータ駆動系においては２自由度制御系や外乱オブザーバ等を用いても間欠

運動の高速化に関してほとんどその効果は期待できない． 

 

 
(a) サーボ機構を用いた間欠運動のモデル 

 

 
(b) カム機構を用いた間欠運動のモデル 

図 2.1 位置制御システムのブロック線図 

 

2.2 サーボ系を構成した間欠運動の生成 

	 サーボ系を利用して間欠運動を得るシステムのモデルとカム機構により間欠

運動を得るシステムのモデルを図 2.1に示す．図 2.1(a)に示すようにサーボ系を

利用して間欠運動を実現する場合には負荷軸の角度位置情報をフィードバック

した位置制御系を構成することになる．この場合，位置指令値として目的とす

るカム曲線を入力することにより出力軸側に間欠運動を実現させる．本研究で

は間欠運動機構の一例として出力軸 1 回転中に 6 インデックスの割り出しを想

定し，そのカム曲線にはサイクロイド曲線を使用することにする．このとき，

サーボ系への位置指令値qrefは式(2.1)および(2.2)のように与えられる．	

 

運動時：
!"
#
+ 2𝜋𝑁 ≤ 𝜃 ≤ *"

#
+ 2𝜋𝑁   

𝜃+,- = 2𝜋 /
0
+ 1

!
𝜃 − !"

#
− 2𝜋𝑁 − 1

0
sin 3 𝜃 − !"

#
− 2𝜋𝑁           (2.1) 

 

 

Reference
of

position Servo
-amp Motor JLController

Position feedback

θL

Servo
-amp JL

θL
Motor Cam

mechanism

Reference
of

velocity
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図 2.2 位置制御系のブロック線図 

 

停止時： −!"
#
+ 2𝜋𝑁 < 𝜃 < !"

#
+ 2𝜋𝑁   

𝜃+,- = 2𝜋 /
0

                                                      (2.2) 

ただし，N (= 0,1,・・・,6)はインデックス数を，また qはカム入力軸の回転量を

表す．	

	

2.2.1 位置制御系の設計 

	 サーボ系を利用して間欠運動を得るための位置制御系のブロック線図を図 2.2

に示す．サーボ系を利用した間欠運動においてもカム機構を用いた間欠運動と	

同程度の割り出し精度を得ることが必要であり，まず最初にそのための位置決

め制御系を設計することが求められる．図 2.2のブロック線図から得られる伝達

関数は式(2.3)のように与えられる．	

 

Θ9 𝑠 =
𝐴*𝑠 + 𝐴<

𝐴=𝑠# + 𝐴1𝑠! + 𝐴!𝑠 + 𝐴#
Θ+,- 𝑠 −

𝛼𝑠
𝐴=𝑠# + 𝐴1𝑠! + 𝐴!𝑠 + 𝐴#

𝑇@ 𝑠  

(2.3) 

   A0 = a(Ja+JL) = aJ 
   A1 = kTTGKD 

   A2 = kT(TGKC + KPKD) 

   A3 = kTKPKC 

   A4 = kTKPKD 

Θref(s)

+
-

Reference
of

position Position
gain

+
-

kT Js
1

TG

s
1+

-

TL(s)

ΘM(s)

Velocity feedback

Velocity control system

Velocity
amplifier

Current
limit

Disturbance torque

Motor
position

1
α

KC
s KD+

ΩM(s)

J = Ja + JL

IaKP
V(s)

Current
loop
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表 2.1 位置制御システムのパラメータ 

Parameter Symbol Value 
Inertia of motor Ja 5.586×10-5 kg・m2 
Max. of current Imax 3.5 A 
Torque constant kT 0.188 N・m/A 
Current feedback gain a 2.0 V/A 
Tachometer generator coefficient TG 0.0668 V/(rad/s) 
Inertia of load JL 5.586×10-5 kg・m2 

 

   A5 = kTKPKC 

 

ここで Jaはモータのイナーシャ，JLは負荷のイナーシャであり，J (= Ja + JL)と	

して一体で運動するものとする．KCは速度制御系の積分ゲイン，KDは速度制御

系の比例ゲイン，KPは位置制御系の比例ゲインである．kTはトルク定数，TGは

速度制御系のフィードバック係数（タコジェーネレータの変換係数）である．a

はサーボアンプ内の電流フィードバック係数であり，図 2.2の様に電流フィード

バックループを 1/aで近似する事が可能であることが分かっている．	

	 サーボ系を利用した間欠運動においてもカム機構の加工精度と同程度の位置

決め精度を得るものとして 1/60 [deg]という十分に小さい分解能を設定する．

1/60[deg]という負荷の位置決め精度を実現するためには検出器であるエンコー

ダの分解能も少なくとも 1/60[deg]以上を与えることが必要であり，このときノ

イズを考慮してエンコーダの 1[bit]を 5[mV]に対応させることにすれば，位置フ

ィードバックゲインとして KP = 17.19 [V/rad]* 以上を与えることが必要になる．

他方，図 2.2に示すようにサーボ系内にはモータ保護の為の保護回路として電流

飽和要素が一般的に含ませてある．電流飽和要素の最大電流値を Imax[A]とした

とき，モータの最大発生トルクtmax [Nm]は 

 

tmax = kTImax                                                                                              (2.4) 

 

として与えられ，この最大トルクを使った最大加速と最大減速による負荷の位

置決め（移動量p/3[rad]）に必要な時間が最小インデックス時間 T[s]となる．こ

のとき Tは次のように求められる[12]． 
																									
*	1/60[deg]×p/180× KP = 5/1000 [V]より KPを求める．	



	 13	

 

𝑇 = *"A
!BCDEFG

   ( = 0.027 [s] )                                   (2.5) 

 

上式の(	 )内は表 2.1のパラメータを使用して求めた最小インデックス時間であ

り，このためモータの位置制御系としては 1/Tの周波数までフラットな動特性を

持つようにサーボアンプ中の速度ゲイン KC，KDを決定することが必要になる．

位置制御系の特性方程式は式（2.3）に示すように sに関して 3次式であるが式

（2.6）に示すように 1次式(s + a)と 2次式(s2+2zcs+c2)の積として近似することが

できる[13].	

 

𝑠# + HI
HJ
𝑠! + HK

HJ
𝑠 + HL

HJ
≈ 𝑠 + HI

HJ
𝑠! + 1

HI
𝐴! − 𝐴#

HJ
HI

𝑠 + HL
HI

= 𝑠 + 𝑎 𝑠! + 2𝜁𝑐𝑠 + 𝑐!
       (2.6) 

𝑎 =
𝑘R𝑇S𝐾U
𝛼𝐽

𝜁 =
𝑘R𝑇S𝐾U 𝑇S𝐾W + 𝐾X𝐾U − 𝛼𝐽𝐾X𝐾W

2𝑘R𝑇S!𝐾U!𝑐

𝑐! =
𝐾X𝐾W
𝑇S𝐾U

 

 

式（2.6）に示すように，1次式の極である a( = A1/A0)を小さく設定しすぎると 2

次式側の系が不安定になりやすいため，	

 

a = gc      (g = 2.0 〜3.0)                                             (2.7) 

 

とすると，KC，KDが次式のように求められる．	

 

𝐾W = 𝛾𝑐# ZA
BC[\

                                                (2.8) 

 

 

表 2.2 KCと KDの値 

g c [rad/s] a KC KD z 
2.0 2p・40 2p・80 2195.21 8.94 0.75 
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2.2 2p・40 2p・88 2414.73 9.83 0.77 
2.4 2p・40 2p・96 2634.25 10.73 0.79 
2.6 2p・40 2p・104 2853.78 11.63 0.81 
2.8 2p・40 2p・112 3073.30 12.52 0.82 
3.0 2p・40 2p・120 3292.82 13.41 0.83 

 

𝐾U = 𝛾𝑐! ZA
BCR]

                                                   (2.9) 

 

式（2.5）より T = 0.027 [s]である 37Hzの周波数までフラットな特性を有する位

置制御系を構成するために c = 2p×40 [rad/s]として与えたとき，KC，KDは表 2.2

に示すような値となる．図 2.3に設計した位置制御系の一例として（KC，KD）=

（2853.78，11.63）のときの周波数応答と外乱がモータ軸に与える影響を示す．

図 2.3(a)からは式（2.3）の伝達関数における分子( A4s + A5 )の効果によりフラッ

トな動特性が約 70Hzまで伸びていることがわかる．また停止時のサーボ剛性は

図 2.3(b)に示すようにそれほど大きなものではなく，このため負荷は外乱力が作

用した場合には微動してしまうことになる．	
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(a) Qref(s)とQM(s)の関係 

 

 
(b) TL(s)とQM(s)の関係 

 

図 2.3 位置制御系の周波数応答（KC = 2853.78，KD = 11.63） 
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2.2.2 間欠運動性能の評価 

	 式（2.1），（2.2）を位置制御系の指令入力としてサーボ系を利用した間欠運動

のシミュレーションを行う．ここで，間欠運動時にモータが消費するエネルギ

の指標として，式（2.10）に示すようなモータ電流値 Iaの２乗の積分値を定義す

る．	

	

𝐿9 = 𝐼!𝑑𝜏c
cJ

				 𝑡= < 𝑡 ≤ 𝑡1 										(2.10)	

	

ただし，t0はインデックス開始時間，t1はインデックス終了時間である． 

	図 2.4，2.5，2.6にインデックス速度として 8，10，12 [index/s]を与えたときの

それぞれの間欠運動における負荷の回転速度wMとその時の変位qMおよび駆動

モータの電流値を示す．割り出し時間 0.042s = 24Hzである 8 [index/s]においても

すでに目標値としてのwref，qrefとの間に大きな遅れが見られ停留時間が短くなっ

てしまっている．割り出し時間 0.033s = 30Hzである 10 [index/s]においては必要

とされる停留時間の約半分にまで停留時間が短くなってしまっている．図 2.6に

示すように割り出し時間 0.027s = 37Hzである 12 [index/s]までインデックス速度

を上げると駆動用モータに流れる電流値がその限界値(±3.5A)に達してしまい

間欠運動性能を著しく劣化させてしまっており，本研究で設計した位置制御系

では 12 [index/s]までのインデックス速度を得ることは実用上困難であることが

わかる． 

	 図 2.7には式（2.10）で定義したモータ消費エネルギを示す．インデックス速

度の上昇に伴って消費エネルギが大きくなるのは当然であるが，12 [index/s]のよ

うに電流がその限界値に達してしまうインデックス速度においてはエネルギ消

費が極端に大きくなってくる． 
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図 2.4 サーボシステムによる間欠運動（ 8 [index/s]） 
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図 2.5 サーボシステムによる間欠運動（ 10 [index/s]） 
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図 2.6 サーボシステムによる間欠運動（ 12 [index/s]） 
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図 2.7 サーボ機構によるモータの消費エネルギ 

 

 
 

図 2.8 カム機構による間欠運動のブロック線図 

 

2.3 カム機構による間欠運動の生成 

	 図 2.1(b)に示したカム機構による間欠運動を定量的に評価するためのブロック

線図を図 2.8に示す．カム機構による間欠運動では図 2.8に示すようにカムを通

して駆動する負荷の駆動反力がモータ軸に外乱として作用するために，カム入

力軸であるモータ軸の回転が一定に保たれないことに留意しなければならない．

サーボ系を利用した間欠運動との性能比較のために前章と同じ慣性モーメント

をもつ負荷を同じモータの速度制御系で駆動することとする．図 2.8に示す速度 
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(a) WM(s)と V(s)の関係 

 

 
(b) WM(s)とTreac(s)の関係	

 

図 2.9 速度制御系の周波数応答（KC = 2853.78，KD = 11.63） 

 

制御系の伝達関数は次式のように与えられる． 

 

Ω9 𝑠 =
𝑘R𝐾U𝑠 + 𝑘R𝐾W

𝛼𝐽 𝑠! + 𝑘R𝑇S𝐾U𝑠 + 𝑘R𝑇S𝐾W
𝑉 𝑠 −

𝛼𝑠
𝛼𝐽 𝑠! + 𝑘R𝑇S𝐾U𝑠 + 𝑘R𝑇S𝐾W

𝑇+,g 𝑠  

(2.11) 

 

速度アンプゲインとして前章と同じ（KC，KD）=（2853.78，11.63）を与えたと
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きの周波数応答と負荷駆動時の外乱がモータの回転速度に与える影響を図 2.9

に示す． 

	 図 2.10，2.11，2.12，2.13にインデックス速度として 8，10，12，14 [index/s]

を与えたときのそれぞれの間欠運動におけるカム出力軸である負荷の回転速度

wLとその時の変位qLおよび駆動モータの電流値を示す．カム機構を通して駆動

する負荷からの駆動反力がモータ軸に外乱として作用し，図 2.9(b)の特性に従い

モータ軸の回転速度が乱されるためモータに流れる電流値も変化してくる．回

転変動を伴うモータ軸の回転速度変動wMも同図中に示す．図 2.10〜2.13中に示

すwidealおよびqidealはカム機構において入力軸モータの速度変動が全く無いとし

たときの理想的なカム曲線である．モータ軸の回転変動および駆動用モータの

電流値はインデックス速度の上昇に伴って大きくなっており，その結果として

出力軸側のカムの加速度曲線は歪み，加速側と減速側とで非対称になってくる

が，図 2.13に示すように 14 [index/s]まではカム曲線の速度および変位はそれぞ

れwidealとqidealとほぼ等しくなっており，サーボ系を利用した間欠運動と比較す

ればほぼ理想的な間欠運動が得られているといえる． 

	 図 2.13よりインデックス速度 14 [index/s]においてモータにはほぼ限界に近い

電流値が流れており，サーボ系を構成して得られる間欠運動の上限である 10 

[index/s]よりカム機構の方が間欠運動の高速化が可能となる．図 2.14には式（2.10）

で定義したカム機構における消費エネルギを示す．インデックス速度の上昇に

伴って消費エネルギは大きくなるが，図 2.7と比較してわかるようにサーボ系を

用いて得る間欠運動よりはるかにその消費エネルギは小さくなる． 
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図 2.10 カム機構による間欠運動（ 8 [index/s]） 
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図 2.11 カム機構による間欠運動（ 10 [index/s]） 
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図 2.12 カム機構による間欠運動（ 12 [index/s]） 
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図 2.13 カム機構による間欠運動（ 14 [index/s]） 
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図 2.13 カム機構によるモータの消費エネルギ 
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図 2.14 カム機構による間欠運動（ 25 [index/s]） 
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図 2.15 モータの速度の最大値と最小値 

 

 

 

 

図 2.16 提案する加速度曲線 
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観点からポリダインカム等を用いた研究[14, 15]もあるが，本研究では運動時に

得られるカム曲線の歪曲を小さくする方法としてカム機構に与えるカム曲線の

減速時間を伸ばし加速側と減速側とで非対称にすることで実際に出力されるカ

ム曲線の歪曲を抑えることを試みる．図 2.15に示すように，モータの回転速度

変動時の最小速度をwL，最大速度をwHとし，加速時間をD qaccとしたとき，減速

時間D qdecを以下のように設定する． 

 

Δ𝜃i,g = Δ𝜃`gg
jk
jl

                                             (2.12) 

 

修正した加速度曲線は図 2.16に示すように加速側が大きく減速側が小さくなる．

減速時間を伸ばすことによりインデックス減速時に入力軸側に加わる駆動反力

を低減すれば，出力軸に出力されるカム曲線の非対称性を解消できることにな

る．この非対称なカム曲線を用いた間欠運動のシミュレーション結果を図 2.17

に示す．比較のためにインデックス速度は図 2.14と同じ 25 [index/s]に設定した．

図 2.14と図 2.17を比較すると加速度特性を加速側と減速側とで非対称にするこ

とで駆動反力による入力軸側の速度変動が小さく抑えられ，出力軸側で出力さ

れるカム曲線の歪曲も小さく抑えられることがわかる． 
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図 2.17 提案する加速度曲線を用いた間欠運動（ 25 [index/s]） 
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2.5	 まとめ 

	 本研究では間欠運動機構の設計にあたり，比較のために同じ容量をもつモー

タ系を用いて同じ大きさの慣性モーメントの負荷を駆動する場合を扱ってきた．

そしてサーボ系を用いた場合とカム機構を用いた場合とを比較し，高速化にあ

たっての問題点とその解決方法を考察した．以下に本研究で得られた結果をま

とめる． 

 

(1) メカトロニクスを応用したサーボ系により機械系には様々な運動が出
力できるようになっているが，カム機構のように一定の加減速を繰り

返す運動では，サーボ系に比べカム機構の方がモータの消費エネルギ

が小さくかつ高速化が可能である． 

(2) サーボ系による間欠運動の生成においてはモータに流れる最大電流が
その限界値を超えると間欠運動の生成が困難になるが，カム機構の場

合にはモータ電流がその限界値を超えてカム加減速特性の歪曲が大き

くなっても確実に間欠運動が得られる． 

(3) サーボ系を用いた間欠運動においては負荷の保持剛性はサーボモータ
自身のもつ保持剛性に依存するため，カム機構に比べその保持剛性は

極めて低い．	

(4) これよりサーボ系にはブレーキを採用する必要が生じる．カム曲線の
もつ加速度特性において減速時間を伸ばして加速側と減速側とを非対

称にすることにより，入力軸であるモータ軸の回転むらがあっても出

力軸における加減速の歪曲を解消することができる．	

	

	 モータ系の容量および駆動負荷がそれぞれ異なる場合のサーボ系とカム機構

においては上述の結論をそのままあてはめることはできないが，間欠運動機構

に対する設計の基本的な考え方は同じである．また本研究ではカム曲線の一例

としてサイクロイド曲線についてのみ扱ってきたが，他のカム曲線についても

おおむね同様の傾向の結果が得られるであろうことは本研究における議論の中

から容易に類推できるものである．	
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第 3 章 サーボモータ系に含まれる電流制限と 

電流フィードバックとの関連に関する考察 

 

3.1 はじめに 

	 サーボモータを利用して負荷を駆動するとき，通常そのモータに見合ったサ

ーボドライバを選定して用いることが多い．市販されているこうした一般的な

サーボドライバには過電流に対してモータやドライバを保護する目的から，ド

ライバ回路内に飽和要素を設けて，モータに流れる電流値に制限を与えている

[10, 11]．他方，実際のサーボモータの利用状況においては，モータに流れる電

流値が飽和してしまうような使い方まで，その使用範囲を拡大して使われてい

ることも多い．これらのことより，モータに流れる電流値が飽和してしまうよ

うな非線形な状況を想定し，そのときにモータの運動がどのような状況を示す

かを明らかにしておくことが求められている [16 - 22] ．特にドライバ回路内に

積分機能を持つ場合，飽和要素によりワインドアップ現象を起こすことから，

その対策として操作量の飽和が生じている間，積分演算を停止させる方法[23, 

24]や高次の制御器に対して制御入力を操作する方法[25]，飽和のあるシステム

と飽和の無い理想的なシステムの応答の偏差を用いる方法[26]，飽和要素の入出

力の偏差を用いる方法[27 - 29]などの研究が多くなされてきている． 

	 一方，サーボモータを駆動するサーボドライバには変位や速度のフィードバ

ックループ以外にモータに流れる電流をフィードバックする電流ループも付加

されている．電流をフィードバックすることはこれまでモータの電気的な時定

数を見かけ上小さくできることのみにその効果があるように捉えられてきたが，

モータの電流を制限するための飽和要素を付加したシミュレーション結果を詳

細に検討してみると，電流フィードバックを与えることの効果はそれだけでは

ないことがわかってくる．また，サーボモータの速度制御系における伝達関数

だけからでは電流をフィードバックすることの意味は十分に把握することがで

きない． 

	 これより本研究では計算機シミュレーションによりサーボドライバ内の各所

における内部電圧値の変化を，電流をフィードバックしないサーボモータの速

度制御系と比較することにより，電流フィードバックのもつ意味をより明確に

したいと考える． とりわけ，モータに流すことのできる最大電流に制限を与え

る目的として付与するサーボドライバ内の飽和要素に対して電流フィードバッ
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クがどのように寄与できるかについて明らかにしたい．そして，その結果とし

てモータに流れる電流値に制限を与えるためにはモータの電流フィードバック

が必須のものであることを示したい． 

 

3.2 電流フィードバックを持たないサーボモータの速度制御系とその応答 

	 電流フィードバックを持たないサーボモータの速度制御系におけるブロック

線図とその線形域における周波数特性の一例を図 3.1に示す．図 3.1に示される

速度制御系における線形域での伝達関数は式(3.1)で与えられる． 
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+++
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+++
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	 ここで実用に供されているサーボモータ系を考慮し，図 3.1に示されるサーボ

ドライバ内に含まれている代表的な非線形要素を整理しておく．まずサーボド

ライバ内の演算電圧値の上限(±12V)，すなわち操作量飽和の存在を考えること

ができる．他方，モータはその駆動中はおおむね動力を発生させる動作が多い

が，とりわけ負荷を減速する場合には，その駆動状況によってはモータが発電

機として動作する場合(0 < Pi < Pe or Pe < Pi < 0 )も考えられる．モータを駆動する

供給電圧(Pi)よりもモータが発生する誘導電圧(Pe)の方が高くなり，発電機とし

て動作する場合には，実際のサーボドライバの回路においてはその上昇電圧を

電源側で吸収することができない．従って発電機として動作している間はモー

タの減速は速やかに実行されないことになる．実際にはこれらの二つの非線形

特性がサーボモ−タを駆動している間にその動特性に影響を及ぼしてくると考

えられる． 

	 上述した二つの非線形特性を考慮に入れたときの電流フィードバックを持た

ないサーボモータの速度制御系（図 3.1）におけるシミュレーション事例を図 3.2

に示す．制御入力として台形速度パターンを与えたときのシミュレーション結

果である．サーボドライバ内における操作量飽和の影響により加速時と減速時

における応答が非対称になっている．モータの回転速度が大きくなり，その時

のモータの誘起電圧が大きくなると速度アンプにはそれ以上の目標電圧を要求
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することになる．このため速度アンプ内の電圧値が飽和しやすくなってくるこ

とがわかる．操作量が飽和すると制御性能は極端に悪化することになる．この

ことより加速時よりも減速時の方が操作量飽和の影響を受けにくく，減速時の

方が良好な制御性能を示してくれることがわかる． 

 

(a) コントローラ内に飽和要素をもつ一般的な速度制御系 

 
(b) 線形領域における速度制御系の周波数応答特性 

図 3.1 電流フィードバックを含まない速度制御系のブロック線図と周波数応答

特性 
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図 3.2	モータが発電機として機能しない場合（電流フィードバックなし） 
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図 3.3	モータが発電機として機能している場合（電流フィードバックなし） 
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また，電流フィードバックを持たないサーボモータにおいては速度アンプの飽

和値がモータの最高回転速度を決めてしまうこともわかる．他方，操作量の飽

和がなければ，当然のことであるが，加速時と減速時の応答は対称になる． 

	 モータが発電機として機能しているときの回生電流が電源側で吸収できると

仮定した場合のシミュレーション結果を図 3.3に示す．モータの運動そのものに

大差はないが，図 3.2と比較してモータが発電機として機能し始めた直後，すな

わち Pa = 0となった以降のサーボドライバ内の内部電圧値，とりわけ VCと Piの

電圧値に大きな差が見られる．フィードバック系を構成しているため，図 3.2と

3.3の両者の出力であるモータの速度はほぼ同じであってもその出力を得るため

の内部電圧の状態は大きく異なっていることを示している． 

	 制御入力として正弦波を目標速度入力として与えたときの応答とその内部電

圧の状態を図 3.4に示す．図 3.3.は制御入力レベルが小さくてサーボアンプ内の

操作量飽和の影響を受けないとき，図 3.5は制御入力レベルが大きいため操作量

飽和の影響を受けているときのシミュレーション結果である．操作量飽和の影

響を受ける場合の応答とその内部電圧の変化は複雑であり，シミュレーション

を通すことにより初めてそれらの結果を評価できることになる．図 3.4中に含ま

れる波形歪はモータが発電機として機能したときに生ずる歪である．ドライバ

回路中にはこうした波形歪が生じてもモータの回転速度にはその影響はほとん

ど現れてないことがわかる．また，図 3.5中の Peの電圧値に見られるように Pi
を越えた大きな電圧値（Pe）がモータに印加されることがわかる．このことは飽

和要素の設定によりモータに流れる電流値を制限しようとしても実際にはそれ

よりはるかに大きな電流がモータに流れてしまうことを示すものであり，図 3.1

に示すような制御系ではモータに流れる最大電流値を飽和限界値以下に抑えて

おくことができないことを示している． 
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図 3.4	正弦波入力に対する応答（電流フィードバックなし・飽和要素なし) 
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図 3.5	正弦波入力に対する応答（電流フィードバックなし・飽和要素あり) 
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(a) 飽和要素を含む速度制御系 

 

 
(b) 線形領域における速度制御系の周波数応答特性 

 

図 3.6 電流フィードバックを含む速度制御系のブロック線図と周波数応答特性 
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3.3 電流フィードバックを持たせたサーボモータの速度制御系とその応答 

	 電流フィードバックを持たせたサーボモータの速度制御系におけるブロック

線図とその線形域での周波数特性の一例を図 3.6に示す．周波数特性においては，

電流フィードバックを持たないサーボモータの速度制御系における周波数特性

（図 3.1）とほぼ同等な特性である．電流アンプのゲイン(KA，KB)が十分に大

きい場合には，図 3.6に示す制御系の線形域での伝達関数は近似的に式(3.2)で表

される． 

 

 

(3.2) 

 

	式(3.2)から明らかなようにモータ制御系に電流フィードバックを含ませると制

御特性（伝達関数）においてモータが発生する誘起電圧（kE）の影響を無視でき

ることになる．従って，動作時にモータがみかけ上発電機として機能すること

はなくなる． 

	図 3.2の応答と比較するために，電流フィードバックを持たせたサーボモータ

の速度制御系において，制御入力として同等な台形速度パターンを与えたとき

のシミュレーション結果を図 3.7に示す．この場合にはサーボアンプ内の操作量

飽和が起らないため，制御性能の劣化は見られず，加速時と減速時における応

答が対称的になっている． 

	図 3.2との比較から，電流フィードバックを持たせることにより，可能なモー

タの回転速度が大きくなり，その時の誘起電圧が大きくなっても速度アンプ内

の電圧値を低く抑える効果を与えられることがわかる．他方，電流フィードバ

ックを持たせた場合，速度アンプの出力はモータに流れる電流目標値を与える

ことになるため，意図的にリミッターとして飽和要素を設け，モータに流れる

電流値に制限を与えることが可能となる．このことは電流フィードバックを持

たせることにより可能になる．図 3.8には操作量飽和を伴うような大きな制御入

力に対する応答を示す．操作量の飽和により応答に遅れは見られるもののモー

タに流れる最大電流値は飽和限界を越すことはない． 
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図 3.7	飽和要素の影響のない場合の応答（電流フィードバックあり） 
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図 3.8	飽和要素の影響のある場合の応答（電流フィードバックあり） 
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	 制御入力（目標値）として正弦波を与えたときの速度応答とその内部電圧の

状態を図 3.9，3.10に示す．図 3.9は目標速度入力の周波数が小さくてサーボア

ンプ内の操作量飽和の影響を受けないとき，図 3.10は目標速度入力の周波数が

大きいため操作量飽和の影響を受けるときのシミュレーション結果である．操

作量飽和の影響を受ける場合の応答とそのときの内部電圧の変化は複雑になる

が，電流フィードバックを持たせることによりモータに流れる最大電流値は飽

和限界を越すことはない． 
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図 3.9	正弦波入力に対する応答（電流フィードバックあり,2Hz） 
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図 3.10	正弦波入力に対する応答（電流フィードバックあり,4Hz） 
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図 3.11 障害物により経路を妨げられる状況 

 

3.4 電流フィードバックを与えることによる力制御の効果 

 （負荷の移動経路と力制御との両立） 

	 モータの速度あるいは位置制御系に電流フィードバックを持たせ，飽和要素

を挿入することによりモータに流す最大電流を制限することができる．このこ

とは単にモータおよびドライバ回路を過電流に対して保護するのみではなく，

ロボット等においてアームの移動経路の制御とアームが対象物を押し付ける力

制御を両立させる効果を与えることができる． 

	 図 3.11 に示すような位置制御系を構成して目標経路に沿って移動しているア

ームがその途中である種の障害物により運動が妨げられたときの状況を考えて

みる．アームが移動している間は通常の位置制御系が機能しているが，アーム

が障害物により運動を妨げられて停止したその直後からアームは目標とする移

動経路からはずれてくる．そしてアームは障害物を押し付ける動作に入ること

になる．このときの押し付け力は飽和要素によって決められたモータへの最大

電流値である．このことは逆にモ−タに流す最大電流値を飽和要素のレベルの高

さにより意図的に制限すればモータに流れる最大電流値に見合った押し付け力

を障害物に与えられることになる． 
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(a) 障害物が経路上の近い場所にある場合 

 

 
(b) 障害物が経路上の遠い場所にある場合 

 

図 3.12 制御系を変更せずに力制御を実現している例 
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	アームが移動しているその移動途中に障害物により運動が妨げられ，その後，

制御系を変更せず，障害物を押し付けて力制御を実現している動作シミュレー

ション事例を図 3.12に示す．図 3.12(a)では 0.12秒後，図 3.12(b)では 0.4秒後に

アームが障害物を押し始め，それ以降アームの運動は停止し，障害物に対して

それぞれ 1.1Nmの力で押し付けている様子を示している．通常の力制御におい

ては制御系の構成を位置制御から力制御へ変更する必要があり，それに加えて

力を検出するセンサも必要になる．これに対して，本研究の方式は制御系の構

成を変更する必要も，また力センサも必要としなく，非常に簡便に負荷の移動

経路と力の制御を両立させることができる．また，制御系を変更しないため，

障害物はどの位置にあってもかまわないことになる． 

 

3.5 まとめ 

	 サーボモータを駆動するサーボドライバに電流フィードバックを与えること

により，モータが発生する誘起電圧の影響を無視することができるようになる

ため，モータが発電機として動作する場合の回生エネルギについて考慮する必

要はなく，かつサーボドライバ内の動作電圧を低下させることができる．この

ためサーボドライバ中の操作量飽和に対する影響を小さくできることを示した．

また電流フィードバックを与えることによりモータに流すことのできる最大電

流値を正確に制御することができるため，モータやサーボドライバを過電流に

対して保護することが可能になるだけでなく，モータに流すことのできる最大

電流値を意図的に制限することにより負荷の移動経路と力制御とを両立させら

れることを示した．この場合の力制御においては力を検出するセンサを必要と

せず，また，制御モードの変更を必要としないため，負荷がどの位置にあって

も力制御を可能にすることができる． 
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第 4 章 真空吸着式搬送リフトのためのパワーアシスト技術の改善 
 

4.1 はじめに 

	 工場内や倉庫内での重量物の搬送装置の一つとして懸垂機構をもつ搬送リフ

トがある．中でも図 4.1に示すような真空吸着式のパッドを利用した真空吸着式

のリフトが普及してきている．真空吸着式搬送リフトは磁石で吸着できないよ

うな非鉄金属やガラス，また平面だけでなく柔軟物に対しても吸着・搬送する

ことが可能であるため，様々な現場での搬送に利用されている[30]．搬送リフト

においては使用者が高重量な物体を持ち上げる装置であるため，まず持ち上げ

時において使用者にかかる重量負担をできるだけ小さくすることが求められる

[31 - 33]．こうした要求を満たすためにクレーンのようにモータの駆動力を応用

して重量物を持ち上げるパワーアシスト付きの搬送装置の開発[34 - 39]がこれま

では一般的であった．しかしこの方式には基本的に持ち上げられる対象物が持

ち上がる瞬間に受ける衝撃力が考慮されていない．すなわち図 4.2に示すように

搬送用リフトにおいては持ち上げ以前には吊り上げロープがたるんだ状態であ

り，このため引き上げ動作時にそのロープのたるみがなくなった瞬間にロープ

が急に引っ張られ，その時に急激な衝撃力が発生してしまう．持ち上げられる

対象物の材質等によってはこうした衝撃力は緩和されることが強く望まれる．

早く速やかに引き上げることが可能な搬送リフトであればあるほどこうした衝

撃力が大きくなるため，これまでの装置においては引き上げスピードの調整に

よってこの衝撃力を小さくする必要があった． 

    
     (a) フコク株式会社 QS-650型                           (b) UniMove 

図 4.1 真空吸着式パッド 
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図 4.2 搬送リフトを用いた吊り上げ 

 

	 本研究ではこうした問題に対してパワーアシスト装置の中にコンプライアン

ス制御を実装し，引き上げ時の衝撃力を緩和する試みを行った．パワーアシス

ト装置の中にコンプライアンス制御を実装することによって吊り上げられる対

象物が受ける衝撃力は小さくなると同時に柔らかい材質の物体はゆりかごのよ

うにソフトに動くことになり，パワーアシスト装置に保全性を与えることが期

待できる．本研究では非常に柔らかいコンプライアンス制御を実現するために，

計算機中に構成したコンプライアンスモデルからの出力をモータへの位置指令

値とするサーボ系を開発した． 
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図 4.3 コンプライアンス制御を実装したパワーアシスト装置のブロック線図 

 

4.2 コンプライアンス制御を実装したパワーアシスト装置 

 

4.2.1 制御系の構成方法 

	 コンプライアンス制御を実装した本研究で提案するパワーアシスト装置のブ

ロック線図を図 4.3に示す．パワーアシスト用の操作レバーに取り付けられた歪

ゲージにより介助者の意図である微小な操作力を検出し，制御装置へ入力する．

制御装置の中では不感帯を通してこの操作力を積分する．計算機中にコンプラ

イアンスモデルをばね･質量系で構成し，操作力の積分値をコンプライアンスモ

デルへの入力とする．操作レバーにより検出された操作力に対して不感帯を通

すことによりゼロ近傍でのノイズによるドリフトを取り除いている．また不感

帯を通して操作力を積分することにより操作レバーを操作している間だけ持ち

上げ動作が機能し，レバーが操作されていない間は吊り上った状態を維持させ

ている．コンプライアンスモデルにおける質量（MC）の運動を AC サーボモー

タへの位置制御入力とすることによってモータ軸に取り付けられたロープが巻
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き取られ，それに伴い負荷を持ち上げることができる．これだけの制御ではモ

ータの駆動力を応用したクレーンによる持ち上げと大差なく，コンプライアン

ス制御の効果はなく，ロープのたるみがなくなった瞬間の衝撃を緩和できない．

本研究ではコンプライアンス制御の効果をパワーアシストに活かすために吊り

上げ時に受けるロープ張力をセンサあるいはモータの電流値などで検出し，こ

の値をコンプライアンスモデル部の質量（MC）に外乱力(TL)としてフィードバッ

クすることによりコンプライアンス制御の効果を引き出すことにした．負荷荷

重(M)によりロープ張力(TL)が発生すればコンプライアンスモデル内の質量（MC）

は動き，結果としてロープにかかる張力を大きくしない方向にモータを動かす

ことができる．ロープ張力である外乱力(TL)がコンプライアンスモデル中のばね

（KC）による復元力と釣り合う時点まで質量（MC）の移動は止まり，その後に

負荷(M)が持ち上げられ始めることになる．こうした運動をモータに発生させる

ことによって吊り上げロープのたるみがなくなってロープが引っ張られた瞬間

に発生する負荷(M)への急激な衝撃力を緩和することができる．計算機中に仮想

的に設定したばね・質量系で構成するコンプライアンスモデルのばね定数を小

さくすればそれだけコンプライアンスの効果は大きく，従って持ち上げられる

人が受ける衝撃力は緩和され，また重力方向にソフトに動くことにもなる．本

研究ではコンプライアンスモデルの固有周期を約 1Hz に，そして系の減衰比を

1.0に設定した．この値はほぼ乗用車のサスペンションに設定されている値に近

いものである．他方，図 4.3中のコンプライアンスモデル中には固体摩擦も含ま

せている．この固体摩擦を付加した意味とその効果は後述する． 

	 本研究のパワーアシストにおいては持ち上げ動作とコンプライアンス制御と

は別々に機能する．操作レバーを操作している間だけ持ち上げあるいは下降の

動作が機能し，レバーを操作していない間は吊り上った状態を保つことになる．

他方コンプライアンス制御の効果によりロープ張力がコンプライアンスモデル

部のばねの伸びを与えている．本研究では負荷(M)を吊り上げたとき，その自重

によりばねの自然長が約 25cm伸びるような張力フィードバック係数（KB）を与

えている． 
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図 4.4 安定性の評価モデル 

 

4.2.2 本制御系の安定性 

位置制御系を構成する ACサーボモータ制御系のゲインが十分大きい場合には 

本研究のパワーアシスト制御系は近似的に図 4.4のように表される．コンプライ

アンスモデルへの入力を p1とし，負荷の位置 p3を出力とすると本研究で提案す

るパワーアシスト系の伝達関数は式(4.1)のように与えられる． 

 

(4.1) 

 

コンプライアンスモデルにおけるパラメータ（固有周期 1Hz，減衰比 1）と吊り

上げロープの剛性（Mと Kで構成される固有周期約 5Hz）を考慮した場合，任

意の張力フィードバック係数（KB）において式(4.2)で表される本研究の制御系

はおおむね安定であることを確認できるが，実際の系にはモデル化されない伝

達要素が内在することにより場所によりわずかに不安定な制御系を構成してし

まっている．図 4.5にロープ張力をコンプライアンスモデルに外乱力として直接

フィードバックしたときの実応答波形の一例を示す． 
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(a) 持ち上げ量 

 

 
(b) ロープ張力 

 

図 4.5 コンプライアンス制御を用いたリフトの不安定な状態 
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図 4.5(a)はモータが吊り上げた負荷の位置であり，図 4.5(b)はそのときのロープ

張力の様子である．全体的にはほぼ安定であるが，吊り上げて約 20秒後にロー

プ張力が発散的な振動状態を示し，吊り上げた負荷も不安定な上下運動を始め

てしまっている様子がわかる．他方，ロープ張力をフィードバックしない場合

にはどんな場所でも安定であり，不安定性の要因はロープ張力のフィードバッ

クにあることを確認している．これよりロープ張力に 1 秒間の移動平均を施す

ことにより系の安定性を高めることにした．コンプライアンスモデルの固有周

期は 1Hzであり，1秒間の移動平均の遅れを外乱力として加えても系全体の応答

に与える遅れの影響はそれほど大きくはなく，不安定要因である外乱力を遅ら

せて系の安定性を高めることの方が重要であると判断した． 

 

4.3 ロープ張力をフィードバックしたときのパワーアシスト性能の評価 

	 ロープ張力に 1 秒間の移動平均を施し，その出力をコンプライアンスモデル

の質量（MC）に外乱力(TL)としてフィードバックする図 4.3に示す系を用いてパ

ワーアシストを機能させた負荷(M)の持ち上げ制御実験を行った．図 4.6(a)は人

が操作レバーを操作しているその様子を歪ゲージにより検出したデータである．

制御をスタートさせて約 6秒後に負荷の持ち上げ動作を約 10秒間行い，その後

負荷を吊り上げた状態を約 30秒間維持している．次の約 5秒間で負荷を下降さ

せ元の床の位置に着地させている．負荷の持ち上げ動作時間の方が下降に要す

る時間より長いのは最初にロープがたるんでおり，その分のロープをモータが

巻き取らなければならないためである．図 4.6(b)は操作レバーで検出された操作

力の積分値であるコンプライアンスモデルへの入力値（p1）と実際にモータが巻

き取ったロープ長の様子を示す．持ち上げ動作をスタートさせてから負荷を吊

り上げるまでにモータが巻き取ったロープ長と負荷を下降させて元の床上に着

地させたときのロープ長には差が見られる．この差がロープの初期たるみ量で

ある．制御スタート時点ではコンプライアンスモデルへの入力値（p1）とモータ

が巻き取ったロープ長には大きな差が見られないが，約 10秒後からその差が次

第に大きくなる．これはロープの初期たるみ量がなくなった後にコンプライア

ンスモデルの質量（MC）に働く外乱力としてのロープ張力の増大に伴ってコン

プライアンスモデル中のばね（KC）が次第に引き伸ばされていることを示して

いる．この間のロープを巻き取るモータの運動は p1である操作力の積分値の運

動に比べ比較的ゆっくりとした運動になっている． 
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(a) 歪ゲージにより検出された力 

 

 

(b) コンプライアンスモデルへの入力と持ち上げ量 
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(c) モータの電機子電流値とロープ張力 

 

図 4.6 ロープ張力をフィードバックしたパワーアシスト 

 

	 こうした運動が制御系中のコンプライアンスの効果であり，ロープが急に引

っ張られることによって生ずる衝撃力を緩和してくれることになる．図 5 に示

す負荷の持ち上げ実験においては，実験のスタート後約 30秒後に負荷 (M)を故

意に 5 秒間ほど重力方向に引っ張っている．そのときのロープ長の変化の様子

も図 4.6(b)には含まれている．操作力の積分値（p1）の方には変化はないが，引

っ張られたことで重力方向に負荷が動いていることがわかる．負荷を引く力を

除けば再び元の位置まで戻っている．図 4.6(b)中のデータに含まれているように

約 45秒後に負荷を下降させ床上に着地させている．その動作において約 50秒後

以降に望ましくない振動現象の発生が見られている．こうした望ましくない振

動の原因とその対策については次節で述べる．図 4.6(c)にはロープ張力とモータ

の電機子電流の様子を示す．ロープ張力とモータの電機子電流はよく対応して

いる．ロープの初期たるみがなくなったときのロープ張力の増大の様子，負荷
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したときの振動の様子がそのまま現れている．比較のためにロープ張力をフィ

ードバックしない場合について図 4.6 と同様な負荷の持ち上げ制御実験を行っ

た．その結果を図 4.7に示す．図 4.7(a)は操作力の積分値（p1）とモータによる

ロープの巻き取り長さを示す．操作力の積分値とロープ長の変化にその差はほ

とんどない．負荷を重力方向に引っ張ってもロープ張はまったく変化しない．

負荷を吊り上げるまでにモータが巻き取ったロープ長と負荷を下降させて元の

床上に着地させたときのロープ長の差であるロープの初期たるみ量はこのデー

タからも読み取ることができる．図 4.7(b)はロープ張力とモータの電機子電流の

様子を示す．ロープ張力が急激に増加していることと，負荷の慣性力によって

自重以上のロープ張力が発生している様子が伺える．図 4.7(b)には吊り上げてあ

る負荷を重力方向に故意に引っ張ったときのロープ張力の増大の様子が含まれ

ている． 
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(a) コンプライアンスモデルへの入力と持ち上げ量 

 

 
(b) モータの電機子電流値とロープ張力 

 

図 4.7 ロープ張力をフィードバックしないパワーアシスト 
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4.4 吊り上げた負荷の安定性の向上 

	 ロープ張力をコンプライアンス部にフィードバックする制御系において，負

荷を下降させ床上に着地させたときに発生してしまう異常振動についてその原

因と対策を考察する．ロープ張力の測定は負荷と吊り上げロープの間で行って

いる．負荷が床上よりわずかでも浮いていればロープ張力は負荷の全荷重に等

しい．負荷(M)が床上に着地すればロープ張力はその瞬間にほぼゼロになってし

まう．すなわち負荷の着地においてロープ張力は負荷の全荷重かほぼゼロかの

どちらかを与えるものとみなせる．ロープ張力をモータの電流値で推定するこ

ととしても結果は同じである．一方，負荷が床上より浮いている間はコンプラ

イアンス部のばねはロープ張力により荷重分だけ伸びており，このとき負荷の

着地が起こりロープ張力がゼロになればコンプライアンス部のばねは自然長ま

で縮もうとしてしまい，そのとき負荷は床上より浮き上がることになる．この

現象が負荷の着地時に繰り返して起こり[40, 41]，これが異常振動になっている

ことが実験を通して明らかになった．他方，負荷の持ち上げ時にはばねは自然

長であるためこの異常振動は起こらないことがわかる．従って本研究ではこう

した異常振動を防止するために負荷が着地したその瞬間，すなわちロープ張力

がゼロになった瞬間にコンプライアンス部のばねを自然長に戻すことにより着

地時の望まない異常振動を防止することとした．負荷が着地し，ロープ張力が

ほぼゼロになった瞬間にコンプライアンス部のばね（KC）を自然長に戻した場

合の実験結果を図 4.8に示す．図 4.8に示されるように負荷の着地時の異常な振

動は抑えられていることがわかる．そのときのロープ張力も振動的ではなくな

っており，負荷は安定して床上に着地できている． 
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(a) コンプライアンスモデルへの入力と持ち上げ量 

 

 

(b) モータの電機子電流値とロープ張力 

 

図 4.8 負荷が着地した瞬間にばねを自然長に戻した場合 
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(a) コンプライアンスモデルへの入力と持ち上げ量 

 

 
(b) モータの電機子電流値とロープ張力 

 

図 4.9 コンプライアンスモデルに個体摩擦を付加したパワーアシスト 
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	 他方，図 4.6と図 4.8に示す実験結果に現れているように，吊り上げられた負

荷にはロープ張力をフィードバックすることによる微振動が観察される．これ

はロープ張力の微小なノイズまでフィードバックされてしまうことによるもの

である．こうした負荷の微振動も吊り上げられる人には不安感を与えるもので

あり，できるだけ小さくすることが望ましい．本研究ではばね･ダンパで構成さ

れるコンプライアンスモデルに非線形要素としての固体摩擦をあえて追加する

試みを行った．固体摩擦は小さい力には動きにくい性質があるためより高い安

定性が期待できる．固体摩擦のような非線形要素をコンプライアンスモデルの

中に含ませることは本来考えにくいが，時にはそうした効果も期待できる．図

4.9は，図 4.8で行った制御系のコンプライアンス部に固体摩擦を付加した場合

の実験結果である．予想通りに吊り上げ物体の微振動を取り除くことができて

いる． 
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4.5 まとめ 

	 本研究ではパワーアシスト装置にコンプライアンス制御を実装する提案を行

った．コンプライアンス制御を実現する方法として，モータ軸の変位と速度の

フィードバックゲインを調整することにより実現する方法も考えられるが，実

際には減速機等に含まれる固体/粘性摩擦等の外乱力の影響を強く受け，1Hz 以

下の非常に柔らかいコンプライアンスを実現することは現実的には困難である．

このため本研究では，サーボゲインを大きくした位置制御系を用いて外乱に対

して強いモータ軸の回転を得るその一方でコンプライアンスモデルを計算機中

に構成し，ロープ張力以外の不必要な外乱のないコンプライアンスモデルから

の出力を AC サーボモータへの位置指令値として与えることによりパワーアシ

ストのためのコンプライアンス制御を実現した．この結果非常に柔らかいコン

プライアンス制御が実現できることを示した．そして，こうしたコンプライア

ンス制御の効果として，ロープの初期たるみがなくなったときに生じる衝撃力

を緩和できることを示すとともに，それがパワーアシスト装置に求められる付

加価値をより高められるものであることを明らかにした． 
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第 5 章 ロボットハンドリング技術の高機能化 
 

5.1 はじめに 

	 産業ロボットを用いたライン作業や，将来的な家庭用ロボットに想定される

物を扱う動作においては，ロボットアーム(マニピュレータ)により物体のハンド

リングを自動的に行わせることが不可欠となる．図 5.1.1に産業用ロボットの利

用例を示す．ハンドリングの自動化には対象物の位置姿勢の高度な認識処理が

必要となるが，工場の生産ラインでは大規模な配列装置を利用する場合が多く，

作為的な環境整備を介すことで認識を簡素化，またはその認識を省いて実現さ

れるのが現状である．（図 5.1.1(a)）しかし，配列機械には多大なコストが伴うた

め，適用範囲が大量生産型の製造過程に限定され，プロセスが刻々と変化する

変種変量型の生産には適用できない問題がある．そこで，視覚センサによる 3

次元距離計測と各種形状マッチング手法を応用することにより，対象物の形状

表現と位置姿勢の認識を知能的に行い，バラ積みピッキング作業を人間の作業

者に代わって柔軟に実行できる自動化技術の開発が求められている．（図 5.1.1(b)） 

 

	 	 	 	 	  

(a)	 大量生産型の画一化された作業	 	 	 	  (b)	 バラ積みピッキング 

 

図 5.1.1 産業用ロボットの利用例 

 

	3次元計測には，ステレオ画像処理[42 - 47](図 5.1.2)やパターン光投影法[48](図

5.1.3)，TOF(Time Of Flight)方式[49]，DFD(Depth From Defocus)方式[50]を使った

ものなどがある．ステレオビジョンはカメラによって広範囲の距離画像を短時

間で取得できるが，照明の影響を受け易く，光量が不十分な場所，画像上の濃

淡が不明瞭な対象の測距が難しい．また，2台のカメラ画像間の対応付けの難し
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さもあり，計測精度が高くはない．後者の投影法では，パターン光の特徴的な

模様をカメラ認識することで，安定した測距が可能な一方，投影光を用いる観

点から明るい空間は適さず，環境を選ぶ問題が往々にして残っている．3次元計

測は，ステレオ画像処理のような光や音波を用いない受動的計測手法と，パタ

ーン光投影法のように計測の補助となる光を照射する能動的計測手法とに大別

される．本研究では，能動的形状計測手法に分類される測域センサ(LRF : Laser 

Range Finder)[51, 52]を利用する．測域センサは赤外線レーザ光を用いた光波測距

法により，対象物までの距離を直接計測でき，スキャン面上でレーザを走査す

ることにより空間の距離点群を取得できる[53 - 55]．また，計測環境の影響を比

較的受けにくく，安定した検出を行えるという面で信頼性に富む． 

 

	  
       (a) 左カメラ画像                 (b) 右カメラ画像	 	 	   	     (c) 距離画像 

 

図 5.1.2 ステレオ画像処理（参考文献[42]） 

 

	 	 	  
            (a) パターン光	 	 	 	     (b) 投影時	 	 	 	 	 	 	  (c) 距離画像 

 

図 5.1.3 パターン光投影法（参考文献[48]） 
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                    (a) 物体認識	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (b) ハンドリング 

 

図 5.1.4 物体認識とハンドリング（参考文献[44]） 

 

	 物体の認識に関しては，同形状のモデルを用いた形状マッチング手法が一般

的である[56 - 59]．（図 5.1.4）モデルは物体の測定データから生成する[68, 78, 79, 

84, 85]か，もしくは既知として予め用意する[56, 75, 76]ものだが，何れの場合に

おいても原型的な形状要素に関する事前知識は不可欠である．ただし，物体認

識の研究においては図 5.1.4の様に物体同士が互いに離れていることを前提とし

ている場合が多い．そのため，環境データと物体情報が 1対 1対応しやすく，測

定器による計測誤差以外のノイズ情報が入り難い．しかしながら，図 5.1.1に示

す様なバラ積み環境や，家庭内での作業を考えた場合，物体同士が接していた

り，積み重なっていたりすることが多く，物体認識において誤認識の確率が格

段に増えてしまうことになる．このため，本研究では物体が積み重なった状態

に対して，誤認識の確率を減らす手法の提案を行う． 

	 また，ハンドリング計画においても物体の認識と同様に，測定データから生

成する手法[68, 78, 79, 84, 85]や既知の形状情報に基づいた把持位置の決定手法

の提案[56, 75, 76]が為されてきているが，本研究はロボットハンドとして最も一

般的に用いられている 2 指グリッパハンドを対象として，よりシンプルな把持

位置の探索手法の提案も行う．干渉問題を考慮に入れた探索を行うことで，複

数の物体が極めて近い位置にある場合や，積み重ねられている場合においても，

確実に把持可能な位置を探索する．これらをシステムとして統合することによ

り，バラ積みピッキング作業の自動化を多様な形状の品目に対して実現可能な

システムを目指す． 
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5.2 システム概要 

 

	 システム全体の流れは以下の 3つの段階で構成されている． 

• 3次元環境の計測 

• 物体の 3次元位置・姿勢の認識 

• 物体のハンドリング計画 

	 これらの一連の処理を経て，対象物のピッキングを行うことができる．一度

の環境計測で全ての物体を認識することは必ずしもできないため，一連の処理

を繰り返すことで，ピッキング作業を継続させることができる． 

 

5.2.1 3 次元環境の計測 

	測域センサによる 3次元計測を行い，対象物の存在する 3次元環境の距離点群

を取得する．LRF は使用するロボットアームに搭載されており，アームにより

スキャン平面を操りながら計測を繰り返す．対象物は工場のラインで想定され

る供給部品や，人の手でしっかりと把持できる程度の中型の剛体物とし，平坦

なテーブル上の指定範囲内に無造作に置かれた状況を想定する． 

 

 
図 5.2.1 3 次元環境の計測 

 

5.2.2 物体の 3 次元位置・姿勢の認識 

	 得られた環境の計測結果から物体の位置姿勢を認識するため，物体の寸法を

正確に模したモデルを用いたマッチングを行い，形状が一致する位置姿勢の探

索を行う．計測データが点群で構成されているので，モデルについても点群で

構成したものを準備し，点群マッチングを基本原理として行う．	
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図 5.2.2 物体の 3 次元位置・姿勢の認識	

	

5.2.3	物体のハンドリング計画	

	 物体の認識位置姿勢に基づき，ロボットアームのハンドリング計画を導出す

る．物体の事前知識を利用し，物体の形状に適した手先の把持位置姿勢を探索

する．探索を行うことでロボットアームの動作範囲，環境との干渉などを考慮

した実現可能な手先位置姿勢を導出できる．	

	

	

	

図 5.2.3 物体のハンドリング計画	

	

	



 72 

5.3 センサ(LRF : Laser Range Finder)による 3次元環境計測 

 

5.3.1 LRF の 3 次元測距原理 

	 LRF は，赤外線レーザを周囲に照射し，検出物までの距離とセンサの原点座

標系を基準とした 2 次元測距領域上におけるレーザの照射角度の値を出力する

光走査型距離計である．走査平面上で輪切りにした空間の形状データを取得で

き，異なる視点からのデータを積層することで，複数の 2 次元データを統合し

た 3次元形状点群も取得できる． 

 

	  

                     (a) 計測環境                                             	 (b) 計測結果 

 

図 5.3.1 計測の様子（参考文献[51]） 

 

	 本研究で使用する LRFは位相差方式を測距原理とし，投光波と受光波の位相

差から対象物までの距離を求める．投光波と受光波の位相差をf [rad]，波長を

l[mm]とすると，距離 L[mm]は以下の式(5.3.1)で算出される．n は周期の数を示

す． 

 

                                               (5.3.1) 

 

	 尚，実際に周期の数 n の値はわからないので，測定距離が収まるような波長

の十分長いものと，短いものの 2 種類の周波数を併用することで長距離を精度

良く算出している． 
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図 5.3.2 位相差方式の概略図（参考文献[51]） 

 

5.3.2 ロボットアームの自由度を利用した距離点群の取得 

	 本研究では，LRF をロボットアームの先端に装着し，その視点を積極的に操

作することで十分な距離点群を獲得したいと考える．図 5.3.3にロボットアーム

を利用した距離点群の計測方法の概略図を示す．図 5.3.3においてロボットアー

ムの原点座標系をSA，アームの先端座標系をSB，LRF座標系をSCとして定義す

る．ただし，計測時には座標系SA及びSCを用いて座標変換の議論を行う．セン

サが取得した全ての計測点 pに対して同次変換を施すことで，SCから見た点 p

までの位置ベクトル CpをSAから見た点 pまでの位置ベクトル Apとして獲得す

る． 
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図 5.3.3 距離点群計測の概略図 

	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

					(a)	一方向												(b)	二方向															(c)	死角の軽減	

	

図 5.3.4 センサ位置・姿勢を変更することによる有用性	

	

	 図 5.3.4 に示すようにロボットアームを用いたセンシングの有用性としては，

LRF の位置・姿勢を柔軟に選択できる操作性にある．LRF はカメラに比べ計測

視野が狭いため，環境上の形状的な死角や隠れ[60]などの要因で，十分な環境デ

ータが得られない場合が考えられる．ロボットアームを使用して視野領域を移

動させることで，死角の削減が期待できる．	

	LRF座標系SCで取得した計測点群をロボットアームの原点座標系SAから見た

計測点群に変換するための同時変換行列は式(5.3.2)に示す． 

 

対象物 
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(5.3.2) 

 

ここで，LRF座標系SCから見た計測点 pの位置ベクトルを CP	= ( Cpx,  Cpy, 0 )と

する．ATBはSA からSB への同時変換行列，BTCはSB からSC への同時変換行列

であり，ARBはSAからSBへの回転行列，BRCはSBからSCへの回転行列である．
AqB = ( AqBx, AqBy, AqBz )はロボットアームの原点座標系SAからみたアームの先端座

標系SBの原点までの位置ベクトルである．( f, q, y ) = (AfB, AqB, AyB )はロボット

アームの原点座標系SA からみたたアームの先端座標系SB の姿勢ベクトルであ

り，それぞれロール・ピッチ・ヨー角を表す． 

 

	 	  

       (a) ロボットアームと LRF                              (b) スキャンの経路 

 

図 5.3.5 座標系の設定とセンサの動き	
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                    (a) 測定対象物                                              (b) 測定結果 

 

図 5.3.6 計測の一例 

 

5.3.3 多方面から測定した点群の統合 

	図 5.3.5に実際の実験環境とスキャンするときの経路を，図 5.3.6に実際に測定

対象物が 3次元の点群情報として得られた結果の例を示す．図 5.3.6(b)よりロボ

ットアームを用いて LRFのスキャン面を移動させることにより，本来 2次元の

位置情報しか得られない LRFセンサの測定点が 3次元の位置情報として得られ

ていることがわかる．ただし，3.3.2 で述べた通り，一方面のみからの計測では

側面などの形状の欠損が生じ易く，対象物の形状を十分に獲得できない．そこ

で，本研究の 3次元環境計測においては，アーム先端に搭載した LRFの利点を

活かし，複数の方面から取得した形状データを足し合わせることで，欠損の軽

減を図ることを原則とする．この計測方法の一例を図 5.3.7 に示す．図 5.3.7(b)

はそれぞれ四方面から測定対象物をスキャンした結果を示し，図 5.3.7(c)はそれ

らの測定結果を統合した結果を示す．この結果より，多方面からの測定結果を

統合することでより多くの物体の形状情報が得られていることがわかる．ここ

で，床面以下の高さの点群は，これ以後の認識では必要ないため，閾値を定め

て削除している． 
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                               (a) 測定対象物                                      (c) 情報の統合結果 

 

	 	 	  
                                 （前面）                                           （上面） 

	 	 	  
                                （右側面）                                      （左側面） 

(b) 各方面からの計測結果 

 

図 5.3.7 計測の一例 
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（測定対象物） 

 

                                   （上面）                                    （前面）                        

 
（統合結果） 

図 5.3.8 計測の一例 
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5.3.4 測定結果の統合時の位置ずれの補正 

	 LRF から出力される測距値には，大小異なる誤差が含まれている．計測結果

の統合時において図 5.3.8に示すような位置ずれ問題が発生する．図 5.3.8の結果

から明らかなように，上面と正面のような異なる視点で得た点群を統合した結

果に位置の開きが確認できる．このように形状が噛み合わない点群を使用すれ

ば，物体の位置姿勢を認識する際のマッチングの誤差にも大きく影響するため，

使用する LRFの測距誤差の傾向を調べることで補正を行う． 

 

(1)板面に垂直に入射するレーザの測距値の分析 

	 	 平坦な紙面から成る板を，図 5.3.9のように LRFの X軸に対して垂直に配置

し，LRF原点からの距離を変化させて計測を行った．計測結果から，X方向の測

距誤差を検討する．距離 Lは 50~400[mm]までを 50mm間隔で検証する．また，

各距離において測距は 10回ずつ行い，それを‐50~50[°]の範囲において 10°間

隔で選び出したレーザを対象として行い，各レーザの測距値 10回分の平均を用

いる．（各レーザ A~Kは板面に正対するように照射する．）図 5.3.10には各レー

ザの測定結果を示す． 

 

 

図 5.3.9 測距実験（垂直入射） 
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図 5.3.10 実測値と測定結果の比較（垂直入射） 

 

図 5.3.10から，設定距離 100mmまでの範囲は誤差が小さいことが分かる．しか

し，各レーザのばらつきは小さいものの，150mm 以上の範囲においては全体的

に一定のマイナス誤差が見られ，20~30[mm]の偏り誤差が発生していることが確

認できた．このような距離に比例しない一定の測距誤差は，センサの機構やレ

ーザの波長などの機器定数に左右される独自の誤差と考えられる． 
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(2)レーザの入射角による測距値の分析 

	ここでは，図 5.3.11のように板面の角度を段階的に変えることで，レーザの入

射角度を変化させ，角度による測距誤差への影響を調べた．距離 Lは 300mmで

固定し，先程と同様にレーザ A~Kを対象として行い，各レーザの測距値 10回分

の平均を用いる． 

 

図 5.3.11 測距実験（入射角変動） 

 

 

図 5.3.12 実測値と測定結果の比較（入射角変動） 

 

図 5.3.12に各レーザの測定結果を示す．図 5.3.12から，LRFのスキャン領域上

のプラスの領域とマイナスの領域で傾向の差が見られるが，入射角の大きさに

比例した誤差の増加が見られる．しかし，±40°の範囲の平均値のばらつきは
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10mm程度に収まっているので，(1)の距離誤差の影響の方が全体としては大きい

と思われる． 

	 上記 2 つの分析結果から影響の大きい正対の距離誤差に関する補正を行う．

図 5.3.13に示す近似直線は，測距実験(1)で検証した誤差の近似直線である．LRF

から対象物までの距離は 100mm以上離れていると考え，150mm以降の測定値を

用いて近似した．取得した生の距離データに近似式から逆算できる誤差量を上

乗せした値を，3次元表現を行う際の距離データとして使用する．実際の補正例

を図 5.3.14に示す． 

 
図 5.3.13 補正用近似直線 

	 	 	 	  
                          (a) 補正前                                               (b)補正後 

図 5.3.13 距離誤差の補正結果 
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5.4 物体の 3 次元位置・姿勢の認識 

 

5.4.1 モデルの点群化 

	 本研究における物体の認識はモデルベースでの認識を行うことからマッチン

グに用いる物体のモデル点群については，既知の寸法形状を基に作成する．図

5.4.1に示すように 3次元座標系を基準に点群で形状を表現する． 

	  

                               (a) 対象物                                         (b)モデル点群 

 

       (c) 2次元円の式                                         (d) L字型パイプの点群情報 

図 5.4.1 モデル点群の作成例 

 

	 また，モデルの各点には物体表面の法線ベクトルの情報も同時に与える．点

群及び法線は，幾何学式と座標変換などを使うことで作成できる．点群座標( x, y, 

z ) の算出式を式(5.4.1)に，面法線ベクトル( nx, ny, nz )の算出式を式(5.4.2）に示す． 

 

    (5.4.1) 
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   (5.4.2) 

 

5.4.2 ICP アルゴリズムを用いたマッチング 

	 計測点群から物体の位置姿勢を認識する手法として，本研究では ICP(Iterative 

Closest Points)アルゴリズム[61 - 64]を用いる．これは 2つの点群データをマッチ

ングさせる方法で，点群間の位置合わせを繰り返すことで，共通形状を探索す

ることができる．本研究では，計測点群とモデル点群の間でこの処理を行う．

図 5.4.2にLRFによる計測点群と事前に用意したモデル点群とのマッチング結果

の例を示す． 

      

                                            (a) 計測点群             (b) モデル点群 

 
(c) マッチング結果 

図 5.4.2 形状マッチング例 
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図 5.4.3 ICP アルゴリズムの概念図 

 

[ ICP アルゴリズムの基本原理 ] 

	 図 5.4.3に ICPアルゴリズムの概念図を示す．図 5.4.3から分かるように ICP

アルゴリズムは各点の対応付けと位置合わせの反復により対応点間距離De の合

計で表す評価関数を着実に減少させることが可能であるため，目標点群に単調

に収束することが保証されている．しかし，モデルの初期位置によって対応点

の組み合わせは様々に変化するため，真の共通形状ではない極小解(ローカルミ

ニマム)に陥る場合がある．そのような誤ったローカルミニマムを回避するため

に，閾値を設定している．不適切な極小解が示す対応点間距離の値を可能な限

りはじくように設定し，真の解に行き着くように対処している．よって，正し

い解に行き着くためには，複数回のマッチング処理を行う必要がある．点群に

色情報を付加[65]したり，輝度情報を付加[66]したりすることで認識率の向上を

図った例や，モデルのデータ点数，法線方向，Shape Index値[67]等の特徴量を用

いた認識方法[57, 59]，特徴点同士の関係を用いて特徴記述することで高速化す

る方法[68, 69]，局所領域内の点群の法線方向分布を記述した SHOT 特徴量[70]

を用いた投票型の認識方法[71]が提案されているが，対象とする物体が複数存在

し，それがバラ積み状態になっている場合に認識率の低下が生じてしまう．そ

のため，本質的なローカルミニマム問題の回避には至らないため，本研究では

複数回のマッチング結果から判断することで正答率の向上を図る． 

	 図 5.4.4に示したのは，閾値によって適切なマッチング状態に辿り着く過程を

表した例である．（図中の評価値 eは後述のマッチング方針の便宜上，すべての

対応点間距離Deの平均値として表している．）図 5.4.4(b)〜(d)は収束結果の評価

値 eが閾値を上回っており，収束結果の点群を見てもローカルミニマムに陥りマ

ッチングが上手くいっていないことがわかる．閾値を下回った図 5.4.4(e)の結果

を見ると測定点群とモデル点群がほぼ一致しておりマッチングが成功している

ことがわかる． 

計測点群 

モデル点群 

⊿e ⊿e ⊿e 
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(a) 計測点群 

	 	  
                          (b) 閾値以上(e = 9.2)                 (c) 閾値以上(e = 8.5) 

	 	  
                         (d) 閾値以上(e = 8.4)                 (e) 閾値以下(e = 4.0) 

 

(f) 評価値 eの収束過程 

 

図 5.4.4 マッチングの結果評価 
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5.4.3 マッチングの工夫 

	 本研究の 3 次元計測では，物体を全方位から計測できないため，得られる形

状はレーザ光が直接当たる物体面に限られる．すなわち物体の裏面や底面に相

当する領域には形状の欠損が生まれる．ICPアルゴリズムは共通形状を探索する

ため，対応点探索を行う側のモデル点群の形状は他方の計測点群の形状の一部

である必要がある．もしもモデルの全形状データを使用してマッチングを行え

ば，計測点群の一部とは成り得ない裏面や底面の点列が存在するため，正しい

位置合わせができず，評価関数にも大きな残差が残ってしまうという問題があ

る．そこでマッチングでは，モデルの位置姿勢を変換する毎に，LRF の死角と

なるモデル点を排除し，評価関数計算に使用しないという処理を加える．LRF

の視点となる座標系SCの原点位置 (Ox, Oy, Oz )を定め，各モデル点までのベクト
ル ),,( ,,, zizyiyxix OqOqOqv ---=
!

を計算する．そしてモデルの各点に予め与えた面

法線ベクトル を利用し，両者のベクトルがなす角度 qを次式により

もとめる．  

÷÷
ø

ö
çç
è

æ
×
×

= -

ii

ii
i nv

nv
!!
!!

1cosq
                                              (5.4.1)

 

  ： モデル点を使用しない 

  ：モデル点を使用する 

図 5.4.5に式(5.4.1)を用いたモデル点の使用・不使用の概略図を示す． 

 

 

             (a) モデル点の処理                              (b) 4面を使用          (c)3面を使用 

図 5.4.5 モデル点の使用・不使用の処理 
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図 5.4.5(b)はセンサの視点から 4面分のモデル点を使用する例であり，図 5.4.5(c)

はモデルの姿勢変更により 3 面分のモデル点を使用する例である．このように

モデル点数を操作することで，任意の位置姿勢のモデルに対してマッチングに

使用すべき点群領域を推定することができる． 

	上記の処理によりモデル点数が随時変化する都合から，ICPアルゴリズムの評

価関数にはその時の全モデル点の対応点間距離De の 1点間あたりの平均値 eを

用いることとしている．図 5.4.6に図 5.5.4の角柱のマッチング過程におけるモデ

ル点数Nの変化のグラフを示す．（角柱モデル全体の点数は 161点である）図 5.4.6

からモデルの位置・姿勢を変える毎にマッチングに使用するモデル点数が大き

く変化していることがわかる． 

 

 
図 5.4.6 マッチング中のモデル点数の変化 
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[ 本研究の ICP アルゴリズムの流れ ] 

1. 初期位置・姿勢をモデルに与える． 

2. 各モデル点に対して最近傍計測点を探索し、対応点とする． 

3. 各対応点間距離Deの平均値 eが最小となるようにモデルの位置姿勢を更新

する． 

4. モデルの新たな位置姿勢に対して再度対応点探索を行い，平均対応点間距
離 e(m)が一定値に収束するまで，モデルの同次変換を繰り返す． 

5. eが一定値に収束し，尚且つ設定した閾値を下回ればマッチングしたと判断

する． 

 

                                   (5.4.2)
 

 

 e：モデル 1点あたりの距離（評価値） 

 p：計測点群 

 q：モデル点群 

 N：マッチングに使用するモデル点群数 

 m：繰り返し計算の試行回数 

 ki：モデル点群中の i番目の点に対応する計測点 
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表 5.4.1 モデルの剛体変換における位置と姿勢の乱数パラメータ 

 
 

[ モデルの位置・姿勢変換方法 ] 

	 モデルの位置姿勢の更新処理は，位置姿勢の各パラメータ(x, y, z, qx, qy. qz ) に

乱数を与えて行う．乱数はその時の対応点間距離の数値の大小に従って以下に

示す振り幅と刻み幅により決定する．振り幅は与える乱数の範囲，刻み幅はそ

の範囲の中から決定される乱数の数値間隔を意味する．（振り幅 30，刻み幅 3の

とき：0,3,6,9,…,27,30から乱数を選ぶ）対応点間距離が大きい場合には，振り幅

と刻み幅を大きくすることで少ない位置姿勢の更新処理で目標位置まで収束さ

せることができる．ある程度目標に接近させた後は，段階的に乱数の幅を狭め

ることで，より精度良く目標点群に収束させることが可能となる． 

同次変換行列 Tはロール・ピッチ・ヨー角( f, q, y ) による回転行列 R及び並進

ベクトル r = (xs, ys, zs )を用いて表わし，同次変換後のモデル点群の座標値 q = (qx, 

qy, qz )は次式のように決定される． 

 

                                           (5.4.3) 

 

(5.4.4) 
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5.4.4 マッチング後の流れ 

	 共通形状に適切に収束したマッチング解を得るため，評価値が閾値を下回る

までマッチングを複数回行うと述べたが，閾値を下回れば直ちにマッチングを

終了するわけではない．元々，閾値はマッチング度合の目安に過ぎず，必ずし

も信頼できる値ではない．バラ積み環境などの場合には，マッチングが覚束無

くなり有らぬ位置姿勢で誤認識に陥る危険性があるため，マッチングは予め設

定した回数(モデル位置姿勢の更新回数 2000 回分)をこなしてから，各々の結果

を比較し，より良い結果を選別することとする． 

	 図 5.4.7にマッチングを複数回(33回分)行った一例を示す．閾値を 10mmに設

定し，目視したマッチングの結果の中から適切で良好と判断できた結果とミス

マッチな結果とを色分けしている． 

 
図 5.4.7 収束した評価値の比較 

 

	 環境に存在する物体が一つならば，図 5.4.7のような全体の結果の中から，最

も収束性の良いもの，すなわち評価値最小のものを選択するのが最適である．

しかし，複数の物体を想定する環境においては，マッチング結果もモデルが収

束した物体ごとに複数の最適パターンが得られると想定できる．この中の最も

収束したものから選択して，ハンドリングを考えて行くのも一つの方法だが，

場合によっては隣接する物体同士の干渉の影響から，アームで掴みづらい場合

もある．評価値最小のものが必ずしも取りやすい個体であるとは限らないこと

から，把持の優先順位を考える必要が出て来る． 
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(a) 独立配置 

 
(b) バラ積み配置 

 

図 5.4.8 物体の配置状況の違い 

 

	 	 図 5.4.8に物体の配置状況の違いを示す．図 5.4.8(a)は物体同士の重なりや接

触が無い複数物体の独立環境，(b)が物体同士の重なりや接触の有る複数物体の

バラ積み環境をイメージしたものである．各々の環境における把持の優先順位

付けの方策について解説する． 

	 始めに，閾値以下の全てのマッチングの結果から，異なるマッチングパター

ンをより分ける基準を示し，続いて把持の優先順位についても示す． 

 

④ ③ 

② 

① 

④ 
③ 

② 

① 
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[ マッチングパターンの区別条件 ] 

条件(1)：評価値 eが閾値を下回っていること． 

	 マッチングの結果として，仮に 10mm で設定した閾値を下回った収束結果が

以下に示すように 10個得られたとする．（実際には評価値の小さい上位 5つを対

象とすることにしている）パターンの区別で利用するパラメータは物体の位置 

と評価値 eのみとする． 

result1.(x1, y1, z1, e1 ) 

result2.(x2, y2, z2, e2 ) 

result3.(x3, y3, z3, e3 ) 

： 

result9.(x9, y9, z9, e9 ) 

result10.(x10, y10, z10, e10 ) 

 

条件(2)：各々のモデルの収束した相対的な位置が 50mm 以内の距離にあるもの

は同じ個体と判断する．50mm以上のものは別個体とする． 

	 全結果に対して，その他の結果との距離間隔 lijを一組ずつ次式により計算す

る． 

222 )()()( zzyyxxl jijijiij -+-+-=
                             (5.4.5)

 

ここで lijは resultiと resultjとの距離を表す． 

	 始めに i = 1 として j = 2〜10すべての距離を計算し， lij < 50mmの結果は全て

同じ個体を示すマッチングパターンと判断する．	仮に，j = 3, 5, 7 の結果が i = 

1 と同じ収束結果だった場合は，その中から評価値 eが最も小さいものを選出す

る．もし， e3 < e7 < e1 < e5だったのであれば result3が一つ目の個体と確定される． 

	  

object1 = result3.(x3, y3, z3, e3 ) 

 

続いて，別個体と判断された j = 2, 4, 6, 8, 9, 10 に対して，i = 2 ，j = 4, 6, 8, 9, 10 と

して個体判別の上記処理を繰り返すことで， というように決めていく． 

 

	 以上の計算により選ばれた複数のマッチングパターンに対して，次に把持の

優先順位付けを考える． 
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[ 把持の優先順位 ] 

手順(1)：高さ別の優先付け．（バラ積みの場合には，上部の個体から取り進めた

い） 

	仮に， result1〜result10の中から 3つのマッチングパターンが以下のように得ら

れたとする． 

object1 = result3.(x3, y3, z3, e3 ) 

object2 = result6.(x6, y6, z6, e6 ) 

object4 = result9.(x9, y9, z9, e9 ) 

 

認識位置に基づき，高さ順に object1〜object3 を以下のように計算上で並べる． 

 

z9 > z3 > z6 

∴ object3 > object1  > object2 

 

	 これら並びに対して，明らかに高さに差異のあるものと，大体同じ高さにあ

るものとを区分けするために，次式により 50mm刻みの階層分けを行う． 

 

Hij = zi - zj     (zi > zj )                                          (5.4.6) 

 

一番高い位置にある個体を i ( =9 ) として，残りの j ( =3, 6 ) に対して順位に高さ

間隔 Hを求める． Hij < 50mmにあるものは同じ階層にあるとし，それ以外は下

の階層にあると判断する．仮に，j = 3, 6 の結果は i = 9 よりも下の階層にある収

束結果だったとすると，高さの優先としては object3 > object1  > object2 であった

ので，result9 が最優先の個体であると確定される． 

 

priority1 = result9.(x9, y9, z9, e9 ) 
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手順(2)：奥行き別の優先付け．（同じ階層にある場合，手前の個体から取り進め

たい） 

	認識位置に基づき，同じ階層にある個体 object1 , object2を奥行き順に計算上で

並べる． 

x2 < x1 

∴object2  < object1 

∴priority2 = result6.(x6, y6, z6, e6 ) 

priority3 = result3.(x3, y3, z3, e3 ) 

 

	 以上のマッチングパターン区別と把持優先付けを介すことで，全てのマッチ

ング結果の中から，取り出す個体の選出を行うことができる．ただし，上記の

優先順位付けでは，手先と環境との干渉を考えて優先順位付けされていない．

（干渉判定については後述）優先順に把持計画を行った際に，周囲の物体との

干渉が認められた場合には，優先順位の後続の個体に干渉しないものがあれば，

そちらから優先するべきと考えているが，現状ではその処理は加えていない． 

 

	 図 5.4.8の各状況について，把持の順位付けを行うと，以下のような決定が為

される． 

 

(a)の例の場合：4本の円柱が各々均等に計測できたとし，何れの個体のマッチン

グ結果も得られたと仮定する．全て同じ高さ階層に存在するので，奥行別に①，

②，③もしくは④の個体の順で取り進めることになる． 

優先順位付けの結果：①	 →	 ②	 →	 ③ or ④ 

 

(b)の例の場合：②と③の個体は他の物体の下部に存在するため，欠損が生じ，

十分なマッチングが行えないと想定される．上部の④と手前の①のマッチング

結果が得られたと仮定すると，高さの階層分けにより④，①の順となる．その

後，再度計測・認識がなされれば，奥行きの判断により②，③の順が得られる． 

優先順位付けの結果：④	 →	 ①	 (	 →	 ②	 →	 ③	 ) 
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5.5 点群によるマッチングの検証 

 

5.5.1 データ誤差と認識精度との関連 

	 本研究だけに限らず，ハンドリングシステムの構築においては，ワークの把

持に要求される距離計の測定精度の見積もりが重要と考えている．そこで，測

定精度すなわち点群データのばらつき誤差が，マッチングの精度にどのような

影響を及ぼし，ハンドリングに必要な精度との兼ね合いをどのように見積もる

ことができるのかについての簡単な検証を行った． 

 
図 5.5.1 データのばらつきとマッチング精度の関係 

 

	 図 5.5.1 は，種々の形状の仮想計測点群に対してばらつき誤差を 3~19[mm]の

範囲において 2mm間隔で与えてモデルマッチングを行った際に，見かけ上適正

なモデルマッチングが為された時の位置姿勢誤差が真の位置姿勢からどの程度

生じているかを平均化したグラフである．位置･姿勢共に 3軸の値の平均値を使

用しており，更にマッチング 10回分の平均としてプロットしている．データの

ばらつきに伴うマッチング誤差の増加傾向が確認できる．図 5.5.2に円柱と角柱

に対して形状点群のばらつきが大きい場合と小さい場合の例を示す． 

	また，物体の最大寸法を一辺とする立方体を，その物体のスケールと定義し，

3軸の平均姿勢誤差に伴う立方体の頂点のずれ誤差(距離誤差(図 5.5.3(a)))を，そ

の全頂点の平均値の立方根で表す輪郭位置誤差 g とし，スケールの基準値を N 

(立方体の一辺の長さ)と定義することで，姿勢誤差から生じる位置誤差の傾向を，

検証により図 5.5.3のように求めた． 
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                                   (a) 円柱                                       (b) 角柱 

 

図 5.5.2 形状点群のばらつきの例（上：ばらつき小，下：ばらつき大） 

 

	 	 	 	  

    (a) 頂点のずれ誤差                                               (b) 関係グラフ 

 

図 5.5.3 姿勢誤差と輪郭誤差との関係 

 

	 図 5.5.1，5.5.3のグラフの関係式を利用することで，使用するセンサのばらつ

き誤差，対象物のスケール，そしてハンドの開閉幅から予測できるハンドリン

グに要求される位置精度が決まっているときのハンドリングの可不可を次のよ

うに見積もることができる． 

 

頂点の誤差 



 98 

	 図 5.5.1のデータのばらつきと位置誤差の関係グラフの傾きを A，データのば

らつきと姿勢誤差の関係グラフの傾きを B，図 5.5.3の関係グラフの傾きを Cと

する．それぞれの値か仮に以下の様に設定する． 

 

( A = 0.5723, B = 0.4998, C = 95.179 ) 

 

	 データのばらつきを s [mm] ，物体のスケールを N [mm] ，ハンドリングの要

求精度を H [mm] とする．このときの位置誤差 p [mm]と姿勢誤差 q[deg]は図 5.5.1

の式から以下のようになる． 

 

p = As                                                            (5.5.1) 

q = Bs                                                            (5.5.2) 

 

	 更に姿勢誤差q [deg] から分かる輪郭位置誤差 g [mm] は図 5.5.3の式から以下

のようになる． 

 

                                                           (5.5.3) 

 

	以上より求められた位置誤差 p [mm] と輪郭位置誤差 g [mm]が以下の条件を満

たしていれば，ハンドリングの要求を満たしていると見積もることができる． 

 
                                                        (5.5.4) 
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[ 例題 1 ] 

	データのばらつきを s =10mm ，物体のスケールを N = 100mm ，ハンドリング

の要求精度を H = 10mm とする．このとき把持が可能かどうか計算する． 

式(5.5.1)〜(5.5.3)より 

p = As = 0.5723×10 ≒ 5.72mm 

q = Bs = 0.4998×10 = 4.998deg 

   ≒ 5.25mm 

p + g = 5.72 + 5.25 = 10.97mm > H ( = 10mm) 

	以上より求められた位置誤差 p [mm]と輪郭位置誤差 g [mm]の合計が，ハンド

リングの要求を満たしていなかったので，例題の条件では把持は実現できない． 

	データのばらつき s = 10mm ，スケール N = 100mmの物体を把持するには，ハ

ンドリングの要求精度を少なくとも H > 10.97mm としなければならない．より

大きなハンドを用いる必要があることが分かる． 

 

[ 例題 2 ] 

	 データのばらつきを s =5mm ，物体のスケールを N = 150mm ，ハンドリング

の要求精度を H = 10mm とする．このとき把持が可能かどうか計算する． 

式(5.5.1)〜(5.5.3)より 

p = As = 0.5723×5 ≒ 2.86mm 

q = Bs = 0.4998×5 = 2.499deg 

   ≒ 3.94mm 

p + g = 2.86 + 3.94 = 6.80mm < H ( = 10mm) 

	以上より求められた位置誤差 p [mm]と輪郭位置誤差 g [mm]の合計が，ハンド

リングの要求を満たしていたので，例題の条件での把持は実現可能である．ハ

ンドリングの要求精度が同じでも，センサの精度が高い程，より大きな物体で

も対応できることが分かる． 

 

	ここで示した方法は一つの考え方に過ぎず，概算に基づいた目安に過ぎない．

関係グラフも大まかな近似なので，今後の再検討が必要である． 

 

 



 100 

5.5.2 マッチング原理の種々の検証比較 

	 複数の物体が密に接触する様な状況においても認識率を上げるために法線方

向を持った特徴量である PPF(Point Pair Feature)特徴量を用いた手法[72][73][74]

が提案されているが，安定した認識の為には多くの PPF を必要とする．本研究

のマッチング原理は対応点間距離に基づいたものだが，成功確率向上のために

は評価値のバリエーションを増やすことが有効な方法と言える．そこで，対応

点間距離とその他，対応面点距離，面法線などを用いた方法について検証を行

った． 

	 図 5.5.4に示したのは，三種類のマッチング原理の概念図である．(a)は従来の

対応点間距離を評価値とした原理で，(b)はモデル面との対応距離に置き換わっ

た原理である．面であることで対応距離を垂直にとれるため収束性が高いが，

評価する点数の縛りが無いため，評価距離を制限する必要があり，閾値判断が

難しい．(c)は計測点から推計した法線とモデル面とのベクトルマッチングであ

る．面の表裏の判断が可能となるが，法線の推計が難しい．同じ角柱を対象と

したマッチング結果を各手法で比較した結果を図 5.5.5に示す．（図 5.5.5(d)につ

いては後述） 

 

 
       (a) 対応点間距離             (b) 対応面-点距離               (c) 面法線マッチ 

 

図 5.5.4 各マッチング原理の概念図 
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                 (a) 対応点間距離平均                                  (b) 対応面-点距離 

 

                     (c) 面法線マッチ                            (d) 対応点間距離の高誤差比率 

 

図 5.5.5 各手法によるマッチング結果 

 

	 図 5.5.5から，度合いは異なるが各手法とも効果が見て取れる．しかし，一部

問題が確認できた箇所について以下に記載する． 

	図 5.5.6は面-点距離の算出に関する問題で，単体の物体点群であれば誤差を最

大限に加味できるが，複数の物体点群がある場合，全てを評価しないように領

域を制限する必要がある．そうすると大きい誤差が評価されなくなり，評価値

の能力が落ちるというジレンマを示している． 

	 図 5.5.7は面法線マッチに関する問題で，法線の傾向が大きく変化するエッジ

部の領域では，マッチングがより不正確になるため，エッジ部は考慮しないよ

うな領域制限が必要となる． 
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図 5.5.6 対応面-点距離の問題点 

 

 
 

図 5.5.7 面法線マッチの問題点 
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	 前述した改善点も踏まえた上で，各手法の検証を現実環境で行った結果を図

5.5.8に示す．対象物は 4本の円柱のバラ積み環境とする．面マッチング用のモ

デルと法線の推計を行い準備した． 

 

 
 

図 5.5.8 各マッチング手法の検証 

 

 

                (a) 対応点間距離平均                                  (b) 対応面-点距離 

 

                   (c) 面法線マッチ                            (d) 対応点間距離の高誤差比率 

 

図 5.5.9 各マッチング手法の検証結果 
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	 図 5.5.9に各手法により得られたマッチング過程の評価値グラフを示す．棒の

色の違いはマッチングの成否を表す．従来の評価値である(a)の結果を基準とし

て，マッチングの成否における差別化の度合いを観察比較すると，(b)の面点距

離を評価値とした手法は，差別化がほとんど為されておらず平坦なグラフとな

っている．これは既述したように，距離評価の領域制限をかけたことで，大き

な誤差が評価できなくなってしまったことが原因である．(c)の法線ベクトルの

角度誤差を評価値とした手法は，角度の cos値を評価値としているので，1に近

づく大きい結果ほど良い結果となるが，ある程度の差別化は見られるものの，

その度合いは小さい．ばらつきのある計測点群から法線を推計すると法線も不

正確になるため，誤差は非常に大きい．最後に，(d)の対応点間距離の高誤差比

率という評価値を試みた．これは，従来の対応点間距離の手法に対して，15mm

以上の対応点間距離を持つモデル点の割合を計算して評価値とした方法である．

高誤差のみを評価した方が，平均値で比較するよりも評価値に強弱が現れてい

ることが(a)と(d)の比較から確認できる．以上の検証を踏まえると評価値の効果

は以下のようにランク付けできる． 

 

 

 

	 個々の能力には限界があるが，これら複数の評価値を組み合わせて重み付け

を図ることで，その限界を押し上げる効果は見込めるものと思われる． 
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5.6 物体のハンドリング計画 

 

	 図 5.6.1に本研究におけるハンドリング計画の流れを示す．対象物体の認識結

果に基づき，モデルに付与した情報を用いて把持位置を決定する．このときア

ームの動作範囲内での把持位置探索や対象物体以外の物体との干渉問題の回避

等も考える． 

 
図 5.6.1 ハンドリング計画の流れ 

 

5.6.1	 事前知識 

	 物体のハンドリングは，認識した物体の位置情報及びモデルの 3 次元座標系

の姿勢情報に基づき計画される．しかし把持を考える場合，物体の寸法形状を

加味した上で把持箇所を探索する必要がある．未知の物体の計測データに対し

て予め用意してある基準形状から把持位置を推定する方法[75, 76]や，2次元情報

への投影により把持位置を探索する方法[77]や，3次元の測定データから把持位

置を直接探索する方法[78 - 81]が提案されているが，本研究では対象物を既知と

して扱うことで，寸法形状に基づく把持の事前知識を有効活用する． 図 5.6.2に

示したのが，事前知識の原型である．本研究ではロボットのハンドとして最も

単純な 2 指グリッパハンドによる把持を対象として，物体の寸法形状に配慮し

た適切な把持箇所を把持軸によって定義し，軸の位置と長さによって探索範囲

を教示する． 
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                              (a) 角柱                                                       (b) 円柱 

図 5.6.2 把持軸の設定例 

 

5.6.2 把持位置・姿勢候補の決定 

	 物体の形状は種々あるが，複雑な形状の物体も単純な造りの問題に還元でき

る．ここでは角柱と円柱を例に把持軸を用いたハンドリング計画について解説

する． 

 

[ 角柱のケース ] 

(1) 把持箇所の決定 

	 図 5.6.3に示す様に把持対象に把持軸が複数存在するときには，手先の初期位

置から最も近い中心点を持つ把持軸を優先する．別の軸に探索を移行する場合

には，次に近いものを選択する． 

 

図 5.6.3 最近傍軸の探索（角柱モデル） 

 

軸中心点 

手先座標系 
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	 軸中心点はモデル点群と同様，モデルの座標系を基準とする座標値( xi, yi, zi )

で初期定義されているので，モデルの位置姿勢のパラメータ( x, y, z, qx, qy, qz ) = 

( xs, ys, zs, f, q, y)に合わせた同次変換を行うことで，式(5.6.1)によりアームの原点

座標系から見た中心点(xi', yi', zi' )を決定できる． 

 

 

(5.6.1) 

 

	 手先の初期位置を( xE, yE, zE )とすると i番目の軸中心との距離 liは次式で表さ

れる． 

                            (5.6.2) 

 

	 同次変換した中心点の座標は把持の際の手先位置の候補となる． 

 

(2)詳細な把持位置・姿勢の決定 

	 把持軸は，与えたられた始点と終点の座標値を持つ．また，物体モデルの各

面には面法線ベクトルの事前知識もある．この把持軸ベクトル及び面法線ベク

トルの姿勢と，手先座標系の各座標ベクトルとの相関関係を定義することで，

手先の把持姿勢を決定できる．これも把持軸に教示している事前知識の一部で

ある．図 5.6.4に詳細を示す． 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
            (a) 把持軸と手先の XE軸の一致    (b) 面法線ベクトルと手先の ZE軸の一致 

図 5.6.4 手先姿勢の決定（角柱モデル） 
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図 5.6.4の手先姿勢を決定する流れを以下に示す． 

(i) 把持軸の始点を( x1, y1, z1)，終点を( x2, y2, z2)として，把持軸ベクトル Aを次式

で表わす． 

A = ( x2-x1, y2-y1, z2-z1 ) 

(ii) ベクトル Aの単位ベクトル A'を手先のベクトル XEとする． 

XE = A' 

(iii) 単位面法線ベクトル Bの逆向きを手先のベクトル ZEとする． 

ZE = -B 

(iv) 外積により手先のベクトル YEをもとめる． 

YE = ZE×XE 

 

	 以上より手先の姿勢が決定され，ロボットアームの原点座標系を基準とする

手先の目標姿勢までの回転行列が式(5.6.3)の様に得られる．決定された手先の把

持位置・姿勢を図 5.6.5に示す． 

 

                (5.6.3) 

 

 
 

図 5.6.5 手先の把持位置・姿勢（角柱モデル） 
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[ 円柱のケース ] 

(1) 把持箇所の決定 

	 図 5.6.6に示す様に，円柱の把持軸は中心軸に設定する． 

 

 

図 5.6.6 把持軸（円柱モデル） 

 

(2) 詳細な把持位置・姿勢の決定 

	 円は面法線ベクトルの方向が周上に分布しており，把持の方向に任意性があ

る．そこで，重心を原点とする円周上に均等に配列した点列を準備し，手先の

初期位置から最も近い点を始点とする求心ベクトルを生成することで，適当な

方向を決定する．図 5.6.7に詳細を示す． 

 

                                                     

	 (a) 把持軸と手先 XE軸の一致	 	 (b)最近傍円周点の探索	 (c) 求心ベクトルと手先 ZE軸の一致 

図 5.6.7 手先姿勢の決定（円柱モデル） 

 

図 5.6.7の手先姿勢を決定する流れを以下に示す． 

(i) 把持軸ベクトル Aの単位ベクトル A’を手先のベクトル XEとする 

XE = A' 

(ii) 手先の座標系原点に最も近い円周点を探索する． 

(iii) 円周点からモデル原点までの単位求心ベクトル Cを手先のベクトル ZEとす

る． 

ZE = C 

C 
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(iv) 外積により手先のベクトル YEをもとめる． 

YE = ZE×XE 

 

図 5.6.8に最終的に決定された手先の把持位置・姿勢を示す． 

 

図 5.6.8 手先の把持位置・姿勢（円柱モデル） 

 

[ 円柱パイプのケース ] 

(1) 把持箇所の決定 

	 円柱パイプは円柱同様の把持パターンと，空洞にハンドを差し込むことで，

一端の縁を把持するパターンが考えられる．よって把持軸は，中心軸と両端の

円状把持軸を設定した下図のようなものとする． 

 

 
図 5.6.9 把持軸（円柱パイプモデル） 

 

	 縁を把持する場合，中心軸と円状の把持軸を併用する．方向の任意性ついて

は円柱同様，円上において手先の初期位置から最も近い点を把持点とし，求心

ベクトルを生成することで方向を定義する．図 5.6.10に詳細を示す． 
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        (a) 中心軸と手先 ZE軸の一致     (b) 求心ベクトルと手先 YE軸の一致 

図 5.6.10 手先姿勢の決定（円柱パイプモデル） 

 

図 5.6.10の手先姿勢を決定する流れを以下に示す． 

(i) 把持軸ベクトル Aの単位ベクトル A’を手先のベクトル ZEとする 

ZE = A' 

(ii) 手先の座標系原点に最も近い円周点を探索する． 

(iii) 円周点からモデル原点までの単位求心ベクトル Cを手先のベクトル YEとす

る． 

YE = C 

(iv) 外積により手先のベクトル XEをもとめる． 

XE = YE×ZE 

図 5.6.11に最終的に決定された手先の把持位置・姿勢を示す． 

 

図 5.6.11 手先の位置・姿勢（円柱パイプモデル） 

 

C 
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5.6.3 ロボットアームの姿勢の導出 

	 手先の把持位置姿勢候補が決定した後，続いてそれを再現するロボットアー

ムの姿勢を導出する．使用するロボットアームは図 5.6.12に示す 6軸垂直型の関

節機構を持つ 6DOF(自由度)マニピュレータである．6 つの各関節角度を指定す

ることで動作が可能である．必要な関節変位量の導出は，順運動学の逆算とな

る逆運動学を用いる．ここでは逆運動学による各関節変位の算出と，把持動作

までのフローについて示す． 

 
図 5.6.12 6 自由度ロボットマニピュレータ（三菱電機 RV-1A) 

 

	以下，逆運動学による関節変位q1〜q6の導出過程を示す．使用するアームに合

わせてリンクパラメータとリンク座標系を以下(図 5.6.13)のように定義した．リ

ンクパラメータはリンク長さ aiを，リンクのねじれ角aiを，リンク間距離を di，

リンク間角度をqiとする． 

 

         （リンクパラメータ） 
i ai-1 ai-1 di qi 
1 0 0° 0 q1 
2 0 -90° 0 q2 
3 lb 0° 0 q3 
4 lc -90° ld q4 
5 0 90° 0 q5 
6 0 -90° 0 q6 

 

 

 

 

図 5.6.13 リンク座標系 

θ1

θ2

θ3

θ4
θ5

θ6
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リンク座標系SiをSi-1から見た同次変換行列
i-1Tiは式(5.6.4)で表わされる． 

 

     (5.6.4) 

 

	上式を用いて手先座標系SEをアームの原点座標系SRから見た同次変換行列
RTE

は，順運動学により式(5.6.5)となる．回転行列 Rijはロール・ピッチ・ヨー角の

回転行列に対応している． 

 

      (5.6.7) 

 

	 上式を基に手先位置姿勢がそれぞれ( xE, yE, zE )及び回転行列 Rijで与えられた

とき，各関節角q1〜q6を逆算する計算過程を簡略化して以下に記す．計算を容易

にするため，RTEを分解してq1〜q3とq4〜q6を別途に求める． 

 

                (5.6.8) 

                                                      (5.6.9) 
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                      (5.6.10) 

 

S0から見たS6の原点位置を
0r6 = ( px, py, pz )，リンクパラメータよりS3から見た

S6の原点位置を
3r6 = ( lc, ld, 0 )とすると，式(5.6.9)を解いてq1〜q3は以下のように

なる． 

q1 = atan2 (-px, py)±90°                                                                                       (5.6.11) 

q2 = atan2 [ -(sinq3lc + cosq3ld) (cosq1px + sinq1py ) - (cosq3lc + sinq3ld + lb)px 

     , (cosq3lc + sinq3ld+ lb) (cosq1px + sinq1py ) - (cosq3lc + sinq3ld + ld)px] 
(5.6.12) 

q3 = atan2(-ld, lc) ±atan2( , Ka)                                                    (5.6.13) 

ただし，以下を前提条件とする． 

atan2(a, b) = arg(b + ja) 

Ka = ( px
2 + px

2 + px
2 - lb

2 - lc
2- ld

2 ) / 2 

 

	 また，式(5.6.10)を解いてq4〜q6は以下のようになる． 

 
                                                                                         (5.6.14) 

                                                                               (5.6.15) 

                                                                                         (5.6.16) 

 

	以上でアームの各関節変位q1〜q6が導出できる．ただし，一つの手先位置姿勢

を表現する関節解は複数あり，使用する 6 自由度マニピュレータの場合，q1と

q3で各 2通り，q4〜q6の組み合わせも 2通り存在するため，計 8通りの解が得ら

れる．アームの関節には動作範囲があるので，それに含まれる解は絞られるが，

それでも複数の解が存在する場合には，動作コストを考慮することで関節変位
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の値を絞り込む． 

	 動作コストは式(5.6.17)の様に，アームの初期姿勢からの各関節角の変位の総

和qsで評価する． 

 

                                                    (5.6.17) 

 

ただし，目標とする把持姿勢は図 5.6.14 に示すように，対象物からある程度距

離を置いた待機姿勢を介して与える．実際には把持姿勢と待機姿勢の両方の解

を逆運動学により求め，待機姿勢までの動作コストを評価する． 

 

 
図 5.6.14 待機位置と把持位置の関係 

 

5.6.4 ロボットの動作範囲内における把持位置・姿勢の探索 

	 把持軸を利用した手先の把持位置姿勢候補の決定について 5.6.2では，把持軸

の中心を掴む最も理想的な状態を示したが，5.6.3 の逆運動学計算によって全て

の解が動作範囲外となる場合がある．その場合には，同一の軸上でも位置姿勢

を変化させることで実現可能な解を発見できる可能性がある．安定性の観点か

ら軸の中心で把持する状態は初期候補とし，動作範囲外であれば軸上で新たな

手先候補を探索することを考える．そこで，再び手先の 3 軸座標ベクトルを利

用して，把持軸上における新たな手先位置姿勢の探索方法を示す． 

 

 

待機位置 

把持位置 
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[ 角柱のケース ] 

	 角柱は，図 5.6.15 に示した探索方針が考えられる．軸上で手先の位置を変化

させることで，よりアームに近い位置で把持可能な手先位置を見つけ出す軸上

(手先座標系 XE方向)位置探索と，手先の YE軸回りに姿勢変換を行うことで無理

のないアーム姿勢を探る手先座標系 YE軸回り姿勢探索である． 

 

	 	 	 	 	 	 	  

              (a) 軸上（XE方向）位置探索           (b) YE軸回りの姿勢探索 

 

図 5.6.15 手先位置・姿勢の探索（角柱モデル） 

 

	 それぞれを組み合わせることでより高い探索能力を発揮する．その探索範囲

を比較した例を以下に示す．図 5.6.16 は角柱がアーム原点からの距離の違いに

よって探索方法を組み合わせることで把持が可能な角柱の位置を広げることが

可能であることを示す．図 5.6.15(a)は軸中心位置がアームの可動範囲内に存在す

るため，探索なしで把持位置を決定することができ，(b)は角柱の位置がアーム

原点からやや離れ，可動範囲内に軸中心位置が存在しないため，軸上位置探索

をすることで把持位置を決定することができている様子である．(c)はさらに角

柱の位置が離れ，姿勢変更による探索も加えることで把持位置を決定すること

ができている様子である． 

 

 

            (a) 軸中心位置                   (b) 軸上位置変更           (c) 軸上位置+姿勢変更 

 

図 5.6.16 角柱の把持位置探索（アーム原点からの距離別） 

 

x = 300mm x = 450mm x = 670mm 
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図 5.6.17 角柱(寸法：50×100×150[mm])での把持可能位置の検証 

 

	 図 5.6.17 のグラフはある姿勢の角柱の位置をアーム座標系の X 軸上で

100~700[mm]まで変化させたときの把持可能範囲を探索方法別に検証した結果

である．図 5.6.16 より，把持軸上で位置と姿勢の変更を共に行い，手先の状態

を満遍なく探索可能な(iii)(軸上位置+YE 軸回り姿勢)の方法が，最も広い範囲の

把持をカバーできることが分かる． 

 

[ 円柱のケース ] 

	 図 5.6.18に示す様に，円柱も軸上(手先座標系 XE方向)位置探索と手先座標系

YE軸回り姿勢探索があり，更に回転対称の形状より，手先座標系 XE軸回り姿勢

探索も可能である．また，図 5.6.18(d)および(e)の様に，円柱の状態によっては

端面での ZE軸回り，YE軸回りの姿勢探索を行うことで円柱の端を把持する姿勢

も探索可能である．図 5.6.19 に探索方法の組み合わせにより，広い範囲で把持

位置の探索が可能であることを示す． 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
   (a) 軸上(XE方向)位置探索    (b) YE軸回り姿勢探索         (c)XE軸回り姿勢探索 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
               (d) 端点 ZE軸回り姿勢探索      (e) 端点 YE軸回り姿勢探索 

 

図 5.6.18 手先位置・姿勢の探索（円柱モデル） 

 

100 200 300 400 500 600 700

把持可能域 把持不可能域

軸上：(i) 

 

YE軸回り：(ii) 
軸上 YE軸回り：(iii) 

 

 

アーム原点からの X方向距離 [mm] 
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(a) 軸上位置+YE軸回り姿勢探索 

 

(b) 軸上位置+XE軸回り姿勢探索 

 

図 5.6.19 円柱の把持位置探索 

 

 
(a) 軸上位置+YE軸回り姿勢探索 

 
(b) 軸上位置+XE軸回り姿勢探索 

図 5.6.20 円柱（寸法：70×170[mm]）での把持可能位置の検証 
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	 図 5.6.20にアーム原点からの距離（X=100〜700[mm]）と円筒の姿勢（q = 0〜

90[°]）の違いによる把持可能領域の変化を探索方法の組み合わせ別で示す．図

5.6.19 から円筒の姿勢によってカバーできる把持可能領域に得手不得手がある

ことがわかる．このことから探索方法を組み合わせることで探索可能な把持可

能領域が広がると思われる． 

 

 
図 5.6.21 複雑形状への把持軸の設定例 

 

	 本項では物体形状の基本となる角柱モデルと円柱モデルのみを対象に検討し

たが，その他の形状モデルについても，図 5.6.21 に示す様な把持軸に基づく探

索要領の事前知識を定義することで，共通のハンドリング計画に対応可能と考

えている． 

 

5.6.5 干渉評価 

	 ロボットの動作を計画する場合，常に干渉問題を考慮に入れる必要がある．

ロボット-環境，ロボット-対象物と言った組み合わせで干渉問題を解決すること

になる．本研究のハンドリング計画では，手前もしくは上部の物体から取り進

めることを戦略としているため，干渉が発生する可能性は比較的抑えられてい

ると言える．しかし状況次第では，アームを環境に対してアプローチさせる時

や，ハンドで物体を掴むに際して，干渉の危険性が十分に考えられる．そこで

ロボットアームに対して図 5.6.22 に示す様な干渉判定モデルを設定し，環境点

群との干渉評価を行う． 
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        (a) アームの干渉判定モデル                           (b) 環境点群との干渉評価 

 

図 5.6.22 干渉判定モデルを用いた干渉評価 

 

	図 5.6.22(b)に示す様に，干渉判定モデルの領域に環境点群が一定量以上侵入し

た時，干渉が有るものと判断する．今回，手先以外のアームリンクについては，

環境との衝突の可能性は無いと見て考慮していないが，必要に応じてアームに

干渉モデルを設定すれば良い． 

	 図 5.6.23 に実際の干渉判定の模式図を示した．このような密集環境において

は，手先の差し込み位置を選ぶ必要性が出て来る．図 5.6.23 (a)は把持対象物の

下に存在する物体との干渉が生じている結果であり，(b)はその干渉を解決した

結果である．図 5.6.23 (a)の様な干渉が有る場合には，手先位置姿勢の候補の探

索を継続させることで，(b)のようなに干渉の無い選択肢を発見することが可能

である． 

 

干渉判定モデル 

環境点群 
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(a) 干渉有り 

 
(b) 干渉無し 

 

図 5.6.23 把持における干渉問題の回避 

 

	 図 5.6.24 に示す様に，アームのアプローチ軌道上においても同様に干渉判定

を行っている．図 5.6.24(a)はアプローチ軌道上に把持対象物以外の対象物が存在

し，アプローチ軌道と干渉している例であり，(b)は中継点を経由することで他

の物体と干渉せずに把持対象物へのアプローチが成功している例である．図

5.6.24(b)の様に，本研究ではアプローチ軌道の干渉問題の回避には，事前に設定

しておいた中継点を用いる．中継点を経由する軌道を検討することにより，比

較的簡単にアプローチ軌道における干渉問題を可能となる． 
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                (a) 干渉有りの軌道                         (b)	 中継点を経由した軌道 

 

図 5.6.24 中継点を経由した干渉問題の回避 

 

5.6.6 プレーシング計画 

	 対象物をハンドリングした後は，その対象物を指事された場所へプレーシン

グする必要がある．基本的にプレーシングする際の物体の位置・姿勢は事前情

報として与えておくものとする．このときに注意するべき点は以下のものにな

る． 

1. プレース底面の選び方：対称性のある形状で，底面を選ぶ際に任意性があ

る物体の場合，どの面を下にした方が置きやすいか． 

2. 無理のない手先姿勢：円柱のように回転対称の物体の場合，手先の姿勢に

は冗長性があり，無理のない姿勢を選ぶ必要がある． 

3. 持ち換えの必要性：プレース姿勢が限られた物体の場合，必ずしも目的の

プレース姿勢を実現できるとは限らないため，一度物体を持ち換える必要

性がある． 

	まず，プレース底面の選び方の問題への対応は，図 5.6.25(a)に示す様に，初期

の手先位置から見て遠い側の面を底面とする方針に従う．把持計画により導出

された手先姿勢は，近い側の面に傾くことが常であり，必ず遠い側の面の方が

底面として適切であることが理由である． 

 

Crush 

中継点 

待機位置 待機位置 

Clear 
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        (a) 手先位置に適した底面の選択          (b) 手先位置と物体の座標系の同調 

 

図 5.6.25 プレーシグ計画の事前知識 

 

	続く無理のない手先姿勢の問題への対応は，図 5.6.25(b)に示す様に回転対称形

状の物体の場合には，物体の座標系と手先の座標系を，特定の状態に調整する

こととしている．（図 5.6.25(b)の場合，物体の X軸と手先の正面方向を一致させ

ている）このように調整することで，物体のあるべき姿勢と，手先の無理のな

い姿勢を議論しやすくなる．つまり，プレースした時の物体の Z軸方向を ZP，X

軸方向を XPとしたとき，ZPは必ず上向きであり，XPは必ずアームの手先が向い

ている方向(水平)であるべきと設定するとき，把持した際の手先が向く方向と物

体の座標系の関係性はケースによって異なるため，物体座標系の再定義が必要

となる．円柱の場合，プレース底面の選択によって Z 軸の方向が再定義でき，

プレースしたときに手先が正面方向を向くように，手先の Z 軸の把持軸に垂直

な成分が物体の X軸の方向となるように再定義している．再定義された物体の Z，

X軸がプレース姿勢になるように計画を立てれば良いということになる． 

	 持ち代えの必要性の問題への対応については，複雑な場合分けを要すること

が想定される．持ち換えるためには，一時的なプレース姿勢をどのようにして，

どのように持ち直すのかを考える必要がある．目的を達成するための事前知識

を与えるという意味においては共通しているが，作業が複雑化する程，事前知

識も複雑性を要求されるため，状況に適した提案が重要である． 

	 以上の点を考慮し，図 5.6.26(a)のように把持した物体に対して(b)，(c)のよう

なプレース指示を与えることが可能となる． 
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(a) ハンドリング終了時 

 
(b) プレーシング計画例 1（縦置き） 

 
(c) プレーシング計画例 2（横置き） 

 

図 5.6.26 プレーシグ計画と適用例 
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5.7 検証実験 

 

5.7.1 事前情報 

	 種々の環境に対してのシステム全体の通し実験を行なった．3 次元環境計測，

物体認識，ハンドリング計画，各段階における性能の確認と評価を実施する．

検証を通して使用する物体の情報を図 5.7.1に示す． 

	 	 	 	 	  

      (a)角柱（寸法：50×100×150mm）    (b) 円柱（寸法：φ70×170mm） 

 
(c) T字パイプ（寸法：φ75×140×200mm） 

	 	 	 	 	 	  
(d) T字パイプ：把持軸・把持円 

 

図 5.7.1 検証に用いる対象物の事前情報 

 

5.7.2 対象物が単体である場合 

	 まずは最も単純な対象物が単体で存在する環境に対する検証実験を行う．図

5.7.2 に実験環境と対象物のモデルを示す．この環境に対してアーム手首に設置

された LRFを用いて計測した結果を図 5.7.3に示す．図 5.7.3の点群情報は対象
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物を前面・上面・左側面・右側面の 4 方面から測定した結果を統合し，不要な

床面点群を取り除いたものである． 

 

	 	 	 	 	 	 	 	 	  

                                  (a) 実験環境                                           (b)対象物のモデル 

 

図 5.7.2 実験環境と対象物のモデル 

 

 
図 5.7.3 計測結果によりえられた点群情報 
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図 5.7.4 評価値 eの推移 

 

	図 5.7.4に 43回行ったマッチング処理中の評価値 eの推移のグラフを示す．マ

ッチング処理においてモデルに与えられる初期位置・姿勢はランダムであるた

め，収束するまでのモデル位置姿勢の更新回数は毎回異なり，概ね 50〜100 回

程度の更新後に評価値 e は収束している．評価値 e の閾値は計測で用いている

LRF の測距精度と同等の 10mm として設定しており，この閾値前後の収束結果

の様子を図 5.7.5に示す． 

 
                (a) 閾値以下（e = 6.2mm）                     (b) 閾値以下（e = 8.8mm） 

 
                (c) 閾値以上（e = 13.9mm）                 (d) 閾値以上（e = 22.9mm） 

 

図 5.7.5 閾値付近のマッチング結果 
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図 5.7.6 収束値の比較 

 

図 5.7.5から，評価値 eが大きくなるほど得られた収束結果はローカルミニマム

によるものであることが分かる．図 5.7.6に示すのは，行ったマッチングの順序

通りに評価値 eの収束値を並べた棒グラフである．選別では，評価値の優れた上

位5つ(最大数)の結果から，対応点間距離がより小さいものをより良いと判断し，

物体別(複数の物体がある場合)に結果を選出する．グラフの色の違いは，収束値

の小さくマッチングが良好なものとそうでないミスマッチなものとの違いを表

す． 

	 グラフから分かるマッチングの成功回数により ICP アルゴリズムの純粋な成

功率を，閾値を下回った回数から分かる閾値判定を加えたマッチングシステム

の実質的な成功率を表したものを表 5.7.1に示す． 

 

表 5.7.1  マッチングの成功確率 

 

 

	 ICPアルゴリズムによるマッチングが良好である本質的な確率は，14%程度と

決して高くはないが，閾値の下回った結果内で見ると 7 回中 6 回の確率で適正

なマッチング結果が得られることを示している．実際には，より良い結果の選

別を更に介すことで，少なくとも単体が対象の環境においては，表 5.7.1中の 86%

以上の確率で目的を達成できる．しかし，閾値以下でもマッチングが不完全な
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ものが含まれる可能性があることも分かるため，位置姿勢の異なる複数の物体

を認識しなければならない複雑な状況の場合，より良いマッチング結果のパタ

ーンを物体別に複数個判断しなければならならず，その実質的なマッチングの

成功確率は下がることが予想できる． 

	 上記のマッチング結果より最終的に選択された結果を図 5.7.7に示す．認識さ

れた物体位置は 3軸の平均として 5mm程度の誤差が見られ，姿勢誤差は数度程

度となったが，使用している LRFの精度（10mm）から考えても十分な結果が得

られていると考えられる． 

 

 
 

図 5.7.7 最終的に選択された認識結果（e = 6.9mm） 

 

	 図 5.7.7の認識結果に対して，前項で述べた円柱モデルに対応するハンドリン

グ計画を行い，導出された把持計画の結果を図 5.7.8に示す．アームの可動範囲

内で実現可能な把持姿勢，及び環境との干渉が無いアプローチ軌道を探索する

ことで適当な計画図を求めることができている．円柱モデルには，その中心軸

に把持軸の事前知識が割り当てられている．なるべく中央に近いポジションで

無理なく把持可能な解を発見できるように，探索要領を教示した．干渉評価は，

床面を既知の障害物として仮想的に定義した点列と，計測点群とを合わせた環

境情報に対してアーム先端の衝突回避を考えた結果である． 
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	 得られたハンドリング計画を用いて実際にロボットアームにて動作を行った

結果を図 5.7.9に示す．現実の環境においても，ピッキング作業を完了すること

ができた．把持に必要な物体の位置姿勢の認識精度が十分に得られていたと言

える．  

 

 
                (a) 把持位置探索結果                            (b) アプローチ経路探索結果 

 

図 5.7.8 ハンドリング計画 

 

 

 

図 5.7.9 ハンドリング計画の実行結果 
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5.7.3 複数の対象物が独立している場合 

	 図 5.7.10 に実験環境を示す．対象物は角柱 2 つが互いに接触することがない

様に独立している環境を対象とする．この環境に対して LRFを用い計測した結

果を図 5.7.11 に示す．図 5.7.11 の点群情報は対象物を前面・上面・左側面・右

側面の 4方面から測定した結果を統合したものである． 

 

	 	 	  

                                       (a) 実験環境                                (b)対象物のモデル 

 

図 5.7.10 実験環境と対象物のモデル 

 

 

図 5.7.11 計測結果によりえられた点群情報 
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図 5.7.12 評価値 eの推移 

 
図 5.7.13 収束値の比較 

 

	 	 図 5.7.12は 38回行ったマッチング処理における評価値 e推移のグラフであ

り，図 5.7.13は評価値 eの閾値を検証実験で使用している LRFの計測精度であ

る 10mm に設定し，閾値を下回った収束結果の内，良好なマッチング結果を色

分けした表したものである．複数の物体を認識する場合，上位 5 つのマッチン

グ結果の中から，明らかにモデルの位置が異なる結果を区別することで，別個

体の識別を行う．また，モデルの位置が似通う結果は同じものと判断すること

で同個体と見なすこととしている．最後に，物体別により良い評価値を持つ結

果を選別して各認識結果としている．ただし，図 5.7.13 からわかる様に，今回

は上位 5 つの中にミスマッチなケースが存在した．しかし収束位置が良好なも

のと似通っていたため，選出されることはなかった．このようにミスマッチな
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結果が選出される危険性は今後の課題である． 

	 図 5.7.13 のグラフから分かるマッチングの成功回数により ICP アルゴリズム

の純粋な成功率を，閾値を下回った回数から分かる閾値判定を加えたマッチン

グシステムの実質的な成功率を表したものを表 5.7.2に示す． 

 

表 5.7.2  マッチングの成功確率 

 

 

	 角柱は，円柱に比べて良好なマッチングの確率が低かった．一方，閾値を下

回る確率が高かったことで，マッチングの成功確率が低いことが分かる．マッ

チングの難しさは形状が要因と思われる．円柱のように自由度の高い回転対称

な形状ではないため，姿勢の要求が厳しいと言え，モデルが収束する可能性そ

のものが低いと言える．閾値を下回り易かった理由は，LRF の誤差が角柱のエ

ッジ部分などの形状を損なうために，不正確なマッチングが発生し易かったこ

とが挙げられる． 
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(a) 把持候補 1（e = 7.0mm) 

 

(b) 把持候補 2（e = 7.3mm) 

 

図 5.7.14 認識結果 

 

	 マッチング結果より最終的に選択された各対象物の認識結果を図 5.7.14 に，

認識結果に対して前項で述べた角柱モデルに対応したハンドリング計画を行い，
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導出された結果を図 5.7.15 に示す．把持対象物選別時の条件からロボットに近

い場所にある対象物から優先して把持を行う計画となっている．図 5.7.15 のハ

ンドリング計画を実際のロボットで実行した結果が図 5.7.16 である．アームの

可動範囲内で実現可能な把持姿勢，及び環境との干渉が無いアプローチ軌道を

探索することで適切な把持を行うことが可能となっている． 

 
(a) 一巡目把持 

 
(b) 二巡目把持 

図 5.7.15 ハンドリング計画 

 

	 	  
                   (a) 一巡目把持                                                (b) 二巡目把持 

 

図 5.7.15 ハンドリング計画の実行結果 

アプローチ軌道 

アプローチ軌道 
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5.7.4 複数の対象物がバラ積みされている場合 

	 複数の物体がバラ積みされている環境でのハンドリングは認識においても，

干渉問題においても難易度が高い環境である．本検証実験では図 5.7.16 に示す

様な物体が密集してバラ積み状態になっている環境を想定する．バラ積み環境

においては，物体が密集していることが原因となって，モデルが点群に埋没し

てしまい，形状探索が独立環境に比べて難しいところがあることを前置きする． 

	 この環境に対して LRFを用い計測した結果を図 5.7.17に示す．図 5.7.17の点

群情報は対象物を前面・上面・左側面・右側面の 4 方面から測定した結果を統

合したものである． 

	 	 	 	 	  

                                     (a) 実験環境                                          (b)対象物のモデル 

 

図 5.7.16 実験環境と対象物のモデル 

 

 
図 5.7.17 計測結果によりえられた点群情報 
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図 5.7.18評価値 eの推移 

 

 
図 5.7.19 収束値の比較 

 

	 	 図 5.7.18は 40回行ったマッチング処理における評価値 e推移のグラフであ

り，図 5.7.19は評価値 eの閾値を検証実験で使用している LRFの計測精度であ

る 10mm に設定し，閾値を下回った収束結果を色分けした表したものである．

図 5.7.19 からわかる様に，閾値以下の良好なマッチング結果が 6 回得られた．

この時の認識の結果を図 5.7.20 に示す．閾値以下の結果の内 3 回は図 5.7.20(a)

に示すようにバラ積みの上部に存在する把持候補 1 に収束し，残りの 3 回は下

部の把持候補 2 に収束した．その他の個体に関しては，隠れている場合や形状

が十分に見えないなどの要因で閾値を下回る程のマッチングには至っていない．

以上の 2 種類のマッチングパターンから，上部の個体を優先して把持の順序立
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てが行われた． 

	 バラ積み環境は，ミスマッチなケースを避けつつ，複数の物体を認識しなけ

ればならない状況の例としては，最も複雑で難しい環境である．物体同士の距

離が近いために，有らぬ位置・姿勢にモデルが収束してしまうローカルミニマ

ムに陥る可能性が高いことが理由である．また，重なりがあることで，全ての

個体の認識は不可能なので，計測・認識・把持の反復は必須となる．見えやす

く取りやすい個体が認識されやすいという関係性の手伝いを借りれば，一度に

認識できる個体の数よりも，一つ一つ確実に取り進めることが重要とも言える． 

	   	 	  

 

(a) 把持候補 1（e = 7.1mm） 

	 	 	  

 

(b) 把持候補 2（e = 8.1mm） 

 

図 5.7.20 認識結果 
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	 図 5.7.19 のグラフから分かるマッチングの成功回数により ICP アルゴリズム

の純粋な成功率を，閾値を下回った回数から分かる閾値判定を加えたマッチン

グシステムの実質的な成功率を表したものを表 5.7.3に示す． 

 

表 5.7.3  マッチングの成功確率 

 

 

	 マッチングの成功確率の内訳は，5.7.2 で検証した単独円柱の各結果に非常に

近い．多少複雑な環境下においても，同じ形状の物体認識は，同様にマッチン

グできるという可能性を示している．形状に左右されるマッチング性能の限界

はあるが，円柱のバラ積み環境の認識は概ね可能と分かった． 

	 図 5.7.20 の認識結果に対してハンドリング計画を行い導出された結果を図

5.7.21に示す．実際にロボットで実行した結果を図 5.7.22に示す． 

 
(a) 一巡目把持 

 
(b) 二巡目把持 

図 5.7.21 ハンドリング計画 

 

アプローチ軌道 

アプローチ軌道 

Crush 
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図 5.7.22 ハンドリング計画の実行結果 

 

	 図 5.7.12 からわかる通り，一巡目把持ではバラ積みの上部にある把持候補 1

に対してアームの可動範囲内で実現可能な把持姿勢，及び環境との干渉が無い

アプローチ軌道を探索できたが，下部に存在する把持候補 2 を対象とした二巡

目把持では近接する個体との干渉を回避することができなかった．この問題に

対して再度計測と認識を行うこと対処を行う．再計測によりこれまで隠れてい

た部分の情報を得ることで今回の計測では認識されなかった他の個体を把持対

象物として認識する可能性が高くなる．再計測時の環境とその計測結果を図

5.7.23に示す．前工程でバラ積みされた上部の物体は取り除かれた状態である． 

 

 
                    (a) 再計測環境                                       (b) 統合した計測点群 

 

図 5.7.23 再計測の環境と得られた計測点群 
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図 5.7.24評価値 eの推移 

 

 
図 5.7.25収束値の比較 

 

	 	 図 5.7.18は 42回行ったマッチング処理における評価値 e推移のグラフであ

り，図 5.7.19は評価値 eの閾値を検証実験で使用している LRFの計測精度であ

る 10mm に設定し，閾値を下回った収束結果を色分けした表したものである．

閾値以下の良好なマッチング結果が 5 回得られている．このときの認識結果を

図 5.7.26に示す．閾値以下の結果の内 2回は図 5.7.26(a)に示すような把持候補 1

に収束し，残りの 3 回は把持候補 2 に収束した．前工程では認識できなかった

個体（把持候補 1）を認識することができている．把持候補 1を先に取り除くこ

とで，前工程で干渉問題により把持できなかった把持候補 2 の個体を安全に取

り除くことができる可能性が生まれた． 
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(a) 把持候補 1（e = 8.3mm） 

	 	  

 

(b) 把持候補 2（e = 6.6mm） 

 

図 5.7.26認識結果 

 

	 図 5.7.25 のグラフから分かるマッチングの成功回数により ICP アルゴリズム

の純粋な成功率を，閾値を下回った回数から分かる閾値判定を加えたマッチン

グシステムの実質的な成功率を表したものを表 5.7.4に示す． 

 

表 5.7.4  マッチングの成功確率 
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	 図 5.7.26 の認識結果に対して再度ハンドリング計画を行い，導出された結果

を図 5.7.27 に示す．実際にロボットで実行した結果を図 5.7.22 に示す．この様

に計測・認識・ハンドリングを繰り返して行うことで積み上げられた環境に対

しても対応可能であることを示した． 

 
(a) 一巡目把持 

 
(b) 二巡目把持 

 

図 5.7.27ハンドリング計画 

 

	 	  

                    (a) 一巡目把持                                                (b) 二巡目把持 

図 5.7.28ハンドリング計画の実行結果 
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5.7.5 種類の異なる対象物が同時に存在する場合 

	 生産ラインの様に扱う対象物の種類が限定される環境ではなく，家庭内の様

に種類の異なる対象物が雑多に存在する環境に対しての検証実験を行った．図

5.7.29に示す様に円柱と角柱が混在する環境に対して，円柱のみを認識すること

を目標とする．この環境に対して LRFを用い計測した結果を図 5.7.17に示す．

図 5.7.30 の点群情報は対象物を前面・上面・左側面・右側面の 4 方面から測定

した結果を統合したものである． 

 

	 	 	 	 	 	 	  

                           (a) 実験環境                                          (b)対象物のモデル 

 

図 5.7.29 実験環境と対象物のモデル 

 

 
図 5.7.30計測結果によりえられた点群情報 
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(a) 把持候補 1（e = 98.8mm） 

 

 

(b) 把持候補 2（e = 7.5mm） 

 

図 5.7.31認識結果 

 

	 計測により得られた点群情報に対して円柱モデルを用いてマッチングした結

果を図 5.7.31 に示す．マッチングの結果，閾値以下のマッチングパターンで図
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5.7.31の 2種類の把持候補が得られたが，把持候補 1に関しては角柱の点群に対

して円柱モデルが収束してしまっている．種類の異なる物体が混在する環境で

は，このように種類の違う物体との誤認識を起こすケースが課題となる．特に

IPCアルゴリズムの性質上，点群の大きさが近いもの同士，あるいは認識対象の

物体よりも大きな物体が存在する場合は同様の誤認識を起こすケースが増える．

大きさの異なる物体が混在する場合は大きなものから認識を進めることで対処

は可能であるが，点群の大きさが近いもの同士が混在する場合，その認識精度

は点群の計測精度に直結しており，いかに精度よく計測できるかが課題となる． 

 

5.7.6 対象物の形状が複雑な場合 

	より複雑で実用品に近い物体に対しての検証実験を行った．ただし，図 5.7.32

に示す様に対象物は単体で存在する環境とする．実験の前に ICP アルゴリズム

が複雑形状のマッチングに対しても機能するかどうかを，シミュレーション上

にて精度の高い仮想的な計測点群に対して確認している．その結果を図 5.7.33

に示す． 

	 	 	  

                              (a) 実験環境                                (b) 対象物のモデル 

図 5.7.32 実験環境と対象物のモデル 

 
             (a) 仮想的な計測点群                                  (b) マッチング結果 

図 5.7.33 シミュレーションによるマッチング結果 
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              （上方）               （前方）               （左側面）             （右側面） 

 

(統合結果） 

 

図 5.7.34 計測された測定点群 

 

 

図 5.7.35評価値 eの推移 
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図 5.7.36収束値の比較 

 

	 	 図 5.7.35は 29回行ったマッチング処理における評価値 e推移のグラフであ

り，図 5.7.36は評価値 eの閾値を検証実験で使用している LRFの計測精度であ

る 10mmに設定し，閾値を下回った収束結果を色分けした表したものである． 

図 5.7.35 から概ね 50〜100 回程度のモデルの更新後に評価値が収束しているこ

とから複雑な形状においても収束時間に関しては単純な形状と同等のものであ

ることがわかる．収束値の値が閾値に対してそれほど小さくならないことから，

計測精度による形状誤差が大きく， 図 5.7.37に示す様に閾値付近の結果であっ

てもミスマッチな結果が多くなっている． 

	 	 	  

                          (a) e = 10.3mm                                      (b) e = 11.7mm  

	 	 	  

                          (c) e = 9.5mm                                      (d) e = 13.1mm  

図 5.7.37閾値付近のマッチング結果の比較 
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表 5.7.5  マッチングの成功確率 

 

 

	 図 5.7.36 のグラフから分かるマッチングの成功回数により ICP アルゴリズム

の純粋な成功率を，閾値を下回った回数から分かる閾値判定を加えたマッチン

グシステムの実質的な成功率を表したものを表 5.7.5に示す．図 5.7.38に最終的

に選択された認識結果を示す．認識結果に対してハンドリング計画を行った結

果を図 5.7.39 に示す．ハンドリング計画は円柱把持の知識とパイプの縁を掴む

知識の 2 つを考慮して計画を行った．どちらの把持方法でもハンドリング計画

を行うことが可能であった．図 5.7.40 にそれらのハンドリング計画をロボット

に実行させた結果を示す． 

 

 

 
図 5.7.38認識結果（e = 9.5mm） 
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(a) 円筒把持のパターン 

 

(b) 縁を掴むパターン 

 

図 5.7.39ハンドリング計画 

 

	  

              (a) 円筒把持のパターン                            (b) 縁を掴むパターン 

 

図 5.7.40ハンドリング計画の実行結果 
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5.7.7 検証結果のまとめ 

	 検証実験の結果から 3次元の位置・姿勢認識及の評価を表 5.7.6にびハンドリ

ング計画の評価を表 5.7.7にまとめる． 

	 認識においては単独の対象物であれば処理の過程で適切なマッチング結果を

安定的に得られており，評価値の閾値を反映させることで正しいマッチング結

果を選別可能であった．同種が独立して存在する環境であれば複数の対象物に

対しても同様に認識が可能である．ただし，形状により計測精度が認識に大き

く影響を与える可能性がある．バラ済み環境においては把持の際の干渉問題が

生じやすいが，一つずつ確実に取り進めることで対応は可能である．種類の異

なる物体が混在する場合は特に計測精度の影響が大きく，点群の大きさが近い

場合は誤認識が増える． 

	 ハンドリングにおいては，正しく認識された物体に対しては十分な精度でピ

ッキングが可能である．ただし，認識が成功していても物体の配置状態によっ

ては干渉問題によってピッキングが不可能な場合も出てくる． 

 

表 5.7.6  ICPアルゴリズムによる 3次元位置・姿勢認識の総合評価 

一定のスケールを有する計測形状が明瞭な単純形状 ◎ 

複雑形状 ○ 
単体の対象物の認識 

計測形状が不明瞭な個体 △ 

単純形状が独立した状況 
◎ 

単純形状同士がバラ積みされた状況 
○ 

複雑形状が独立した状況 
○ 

同種の対象物の認識 

複雑形状同士がバラ積みされた状況 
未 

対象物が独立した状況(スケールが近い場合) 
× 

複数の対象物の認識 

異種の対象物の認識 
対象物同士がバラ積みされた状況 

未 

表 5.7.7  ハンドリングの総合評価 

単純形状 ○ 

複雑形状 △ 単体の対象物の認識 

計測不明瞭 × 
単純形状 ○ 

対象物が独立した状況 
複雑形状 △ 

単純形状 ○ 
密集度合い(低) 

複雑形状 未 
複数の対象物の認識 

対象物同士がバラ積みされた状況 
密集度合い(高) × 
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5.8 まとめ 

	 本研究ではレーザ測距式測域センサ LRFを使った 3次元環境計測に基づく物

体認識及びロボットハンドリング作業の実現を目指し，環境点群の獲得と点群

マッチング，更に既知の寸法形状に合わせて教示したモデルの知識を介すこと

でできる簡潔な把持計画により，その基本システムの提案を行った． 

	 各種の状況下でシステム全体の検証を実施した結果，同じ種類(単純形状)の物

体で構成された環境については，独立環境・バラ積み環境共に，ピッキング動

作までの一連の目的を達成し，実現の可能性を示すことができた．しかし，目

的が達成できなかった失敗事例から，その課題も明らかになった．物体の材質

に左右される計測誤差や単純な傾向に依存したセンサの機器定数誤差，データ

間のばらつき誤差など，3次元点群を不安定化させる要因が多数存在することが

分かっているが，これらは物体形状の散逸とそれに基因する認識誤差を招く大

きな問題の一つである．測定精度は常に改善の余地がある課題と言える．より

精度の高い形状計測ができれば本研究で用いた対象物より小型の物体への適用

や異種形状の分類も行い易くなると考えられる． 

	 また，図 5.8.1(a)に示す様なモデルマッチングで生じる誤認識の例から分かる

評価基準の限界や，図 5.8.1(b)に示す様な現状では不可避な干渉の例も存在して

いる．実際の複雑な環境へ応用できる 3 次元環境ハンドリングシステムの実現

に向けて，例えば図 5.8.1の様な状況に対してはロボットが積極的に環境に干渉

することで物体同士を独立させる等，これらの問題事項を改善する工夫が今後

求められる． 

 

	  

                         (a) 誤認識問題の例                                           (b)把持不可能な例  

 

図 5.8.1システムの課題 
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第 6 章 結言 
 

	 本研究では生産機械の高機能化を目指し，生産機械の構成要素の基本となる

アクチュエータに関する要素技術から，それらをシステムとして応用的に運用

するロボット技術を範囲として，以下の項目にスポットを当て，各要素技術に

おける高機能化に関する検討と考察を行った． 

 

(1) 間欠運動の高速化に関する考察 

	 メカトロニクス技術の発展に伴い，機械運動の全てを制御を主体として目的

の運動を得ようという考え方が普及してきているが，生産ライン等においては

同じ量の移動を高速かつ正確に繰り返し行うことが求められる間欠運動を行う

ことも多い．そのため，間欠運動を対象にしてサーボ系とカム機構を比較検討

を行い，間欠運動の様に一定の加減速を繰り返す運動ではサーボ系に比べてカ

ム機構を利用する方がモータの消費エネルギを小さくかつ高速化が可能である

ことを示した．サーボ系によって間欠運動を生成する場合，負荷の保持剛性は

サーボ系ではサーボモータ自身がもつ保持剛性に依存するため，カム機構に比

べその保持剛性は極めて低い．また，モータに流れる最大電流が限界値を超え

ると間欠運動の生成が困難になるが，カム機構の場合にはモータ電流がその限

界値を超えてカム加減速特性の歪曲が大きくなっても確実に間欠運動が得られ

る．カム曲線を減速時間を伸ばして加速側と減速側とを非対称にすることで入

力軸であるモータ軸の回転むらがあっても出力軸における加減速の歪曲を解消

することができることを示した．カム機構において間欠運動のさらなる高速化

の可能性を示した． 

 

(2)サーボモータ系に含まれる電流制限と電流フィードバックとの関連に関する

考察 

	 生産機械のアクチュエータとしてサーボモータを使用することが増えてきて

おり，一般的なサーボドライバには過電流に対してモータやドライバを保護す

る目的から，ドライバ回路内に飽和要素を設けて，モータに流れる電流値に制

限を与えている．実際のサーボモータの利用状況においては，モータに流れる

電流値が飽和してしまうような使い方まで，その使用範囲を拡大して使われて

いることも多いことから電流飽和の影響を無視することができない．しかしな
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がら電流フィードバックを与えることにより，モータが発生する誘起電圧の影

響を無視することができるようになるため，モータが発電機として動作する場

合の回生エネルギについて考慮する必要はなく，かつサーボドライバ内の動作

電圧を低下させることができる．このためサーボドライバ中の操作量飽和に対

する影響を小さくできることを示した．また電流フィードバックを与えること

によりモータに流すことのできる最大電流値を正確に制御することができるた

め，モータやサーボドライバを過電流に対して保護することが可能になるだけ

でなく，モータに流すことのできる最大電流値を意図的に制限することにより

負荷の移動経路と力制御とを両立させられることを示した． 

 

(3) 真空吸着式搬送リフトのためのパワーアシスト技術の改善 

	 工場内や倉庫内での重量物の搬送装置の一つとして真空吸着式の搬送リフト

を対象にして，搬送リフトに付加されたパワーアシスト装置の改善を行った．

特に荷物の引き上げ時に生じる衝撃力を緩和するためにパワーアシスト装置の

中にコンプライアンス制御を実装する手法を提案した．コンプライアンス制御

を実現する方法として，モータ軸の変位と速度のフィードバックゲインを調整

することにより実現する方法も考えられるが，実際には減速機等に含まれる固

体/粘性摩擦等の外乱力の影響を強く受け，1Hz 以下の非常に柔らかいコンプラ

イアンスを実現することは現実的には困難である．このため，本研究ではサー

ボゲインを大きくした位置制御系を用いて外乱に対して強いモータ軸の回転を

得ることで制御系の安定性を高めている．その一方でコンプライアンスモデル

を計算機中に構成し，ロープ張力以外の不必要な外乱のないコンプライアンス

モデルからの出力を AC サーボモータへの位置指令値として与えることにより

パワーアシストのためのコンプライアンス制御を実現した．この結果非常に柔

らかいコンプライアンス制御が実現できることを示した． 

 

(4) ロボットハンドリング技術の高機能化 

	 ロボットアームに要求される動作には物体を把持し，別の場所へ置くといっ

たピックアンドプレースの動作が多く，近年ではその作業環境も多様化してき

ているため，考慮しなければならない点が増えてきている．それらを踏まえた

上で 3次元環境の計測，測定により得られた 3次元の環境点群を用いた物体の位

置・姿勢の認識，干渉問題を考慮したロボットの動作計画の 3 段階において高
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機能化を図った． 

	 3次元環境の計測においてはロボットアームの自由度を利用し，対象物を多方

面から計測することで死角を減らした．対象物の位置・姿勢の認識においては，

事前に与えたモデルを用い，ICPアルゴリズムにより位置・姿勢のマッチングを

行った．このとき複数回のマッチングを行い，閾値以下の結果に対しランキン

グ付けをすることで，認識精度の向上を行った．ロボットの動作計画において

は事前に与えた対象物のモデル情報に，把持をするための把持情報を付加し，

ロボットハンドとして最も一般的な 2 指グリッパハンドを対象とした把持位置

の探索方法を提案した．また，ロボットアームに干渉モデルを設定し，サブタ

ーゲットを利用することでより簡単に干渉問題の回避した軌道の生成を行える

ことを示した．ただし，認識における限界や現状では不可避な干渉問題も存在

することが分かった． 

 

	 以上の結果，生産機械において必要とされる要素技術の内，生産機械の動作

の基本となるサーボ技術の高機能化と，様々な要素技術を組み合わせてシステ

ムとして応用的に運用されるロボット技術における高機能化を実現することが

できた． 
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